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は司令部の指示に よる ri卜tであったし，警察予備隊の

賀川J捻11¥も司令部の指示によるものであって，政府に

は防衛の必要についての君、識は明確ではなく，計画を

たてる立場にもなかった。講和発効を前にしてもこの

意識が急に変わるわけでもなく，政府の関心は経済の

向立と民生の安定に向けられていた。講和発効後の防

術の任務をわが国にまかせることを念頭に，司令部は

件然予備隊の強化を予定し 3政府に期待し，安全保障条

約もわが国の防衛努力を前提としていたが，わが国と

しては経済自立が当面の基本課題であったから，装備

をする経済的余力がなかった。そのために，わが国の

防衛費については，講和後の予算編成に際して常に大

問題となった。アメ リカは防衛費の増額を求め，政府

は装備の効率化に基準をおいて，資力，労力の節約を

i玄|ろうとし，それが交渉上の焦点になった。

動乱の25年に予備隊が発足 したと きは，人員7.5万，

予算 200億円であり ，26年度予算も人員 7.5万を前提

としていたが.27年度予算では人員を増加して11万と

して経費が見積られたo終戦処理費に代わるものとし

ては駐摺軍維持費があったO 米軍維持費は 3.6億ド‘ノレ

と予定され，その 2分の lの分担がわが国に期待され

た。実際の予算に計上するにあたって，この1.8億 ド‘ル

のうち0.25億ド、ルは施設提供費として別に計上し，残

り1.55億 ドノレが防衛分担金の基本額となったが，講和

発効までの 4月の27日分をけずって， 27年度の分担金

は506.73億円となった。この費用分担決定について，

その半永久的負担を政府は望ましいと考えず，米軍も

半永久的日本駐留を望まず，わが国の防衛努力に応じ

て分担金を減らすことが協議されていた。 27年10月に

警察予備隊は保安隊と改称された。

アメリ カはわが国の防衛力を早期に強化して.32.5 

万に増強することを希望していたが，政府は27年度予

算で予備隊 7.5万を11万に拡充したのち，特に強化計

画を進めず，大蔵省でもお年度予算編成にあたって，こ

の11万の計画のままの人員で予算を組んだ。このため

に.27年度に計上した防衛施設費が不用となったこと

もあって.28年度の防術関係費が27年度を大きく下1口

るこ とになり，防衛)Jの強化) 1坊位j貨の地額を求める

アメリカの主張とくい迷って ，政府は苦しい立場に←

った。アメリカは32.5万の要求を撤回し，わが国も人

員漸噌の方向を認めて，最終的には18万まで強化する

ことを決め，29年度に13万とする計画を進めることに

なった。

29年度予算では 1兆円予算編成の政府の経費圧縮

の意図をアメリカに了解させて，分担金を25.2億円減

の532.8億円とし施設提供費52億円，保安庁経費788億

円を計上したが，経費繰延べの一般的方針に沿って保

安庁経費を約 6%けずって742.85億円にしたので.29 

年度の防衛予算は1， 327.65億円となったO この保安庁

経費の節減についてもアメリカの意向と対立し，分担

金の減額も29年度限りのこととするアメ リカの立場に

対して，30年度の防衛予算については， 29年度予算を

もとにして決定するものと政府は主張して， 29年度の

実行計画1，327.65億円のワクで予算を決め，増額を抑

えた。初年度では保安隊に代わる自衛隊を13万から15

万に増強することを予定し，分担金も532.8億円を380

億円に縮めた。

このような毎年の防衛経費の交渉は，予算編成にと

っても大きな支障となっていたので.30年度以降の 6

カ年計画を立てるについて，経費負担の方式決定を検

討 し， 30年8月には防衛庁費と防衛分担金の関連を作

る方向を定めた。31年度予算編成にあたって，日本側

は防衛庁費と施設提供費(債務負担分を含め〉の増額の

半分だけ防衛分担金をけずることを求め，アメリカ側

は防衛庁費の増額の半分の分担削減を了解し，分担金

算定の基準を27.28年度の1.55億ドル(558億円〉とした

ので，分担金の基準を30年度の 380億円とする政府の

立場とかなりの差があったO しかし，防衛庁費増分の

半額の分担金削減の方式が31年度から決まって，防衛

予算の編成はようやく軌道に乗り ，防衛庁費の漸増に

よって，分担金は35年度になくなった。
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第 3章成長経済下の財政金融

昭和30年代，特にその後半の経済は，;貯和後数年の

経済を自立経済と題することが許されるならば，成

経済とみてよいであろう。高度成長といい，あるいは

安定成長といい，表現に差はあっても ，経済の発展を

意識の基礎においていた点では変りはなし、。この間の

財政の運営も，実行手段に差があっても ，経済成長に

関連した問題のとらえ方をしたものであ った。成長を

促し，成長の条件を作り，成長の後始末をした。投資

を11))}ミし) J凸・路を4削l1iし， jJf気を;J，IJ引きし， 殺す了をWQVll

し，社会保障の充実を凶り，そしてその11Ilにft1};為枠

のn山化を尖刻した。例々の施設は必ずしも成長政策

そのものではないが，それらが総体として料昨日間jに

結びついたとき ，戦liijにも戦後のそれまでにもみられ

なかった高度の経済成長が:k刻された。このようなH寺

期の政策の特色をいくつかの部rrnに分けて概観するこ

とにしたい。

第 1節 財政政策の推移

1 昭和34年・ 35年度の財政

32年度予算は石橋内閣の手で積極政策を旗印に編成

され，その規模も内容も29年度来の 1兆円予算とは異

なったものであ った。しかし，その実施に際して国際

収支の悪化から大幅な支出の繰延べを余儀なくされ，

財政は景気抑制の手段とさえなったo 33年度予算はこ

の景気調整の意図によって編成され，経済基盤強化資

金を設けるなどの資金棚上げが計画されたo 1兆円予

算の再現ではなかったとしても，経済の急成長に対処

した予算で、あったO

しかし， 33年度予算の実施過程において，いわゆる

なべ底景気が続き，ここで従来とは趣きの異なる期待

が財政に求められた。財政による景気浮揚への期待で、

あり，大蔵省でも財源の許すかぎり積極政策を容認す

整期にもかなり高い水準で続き ，それは33年にはいっ

ても目だった低落とならなかった。この水準は30年以

る気運であった。 31年来の投資の増大は32年の景気調 第68代大蔵大臣佐藤栄作
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新鋭設備を誇る製鉄所

前とは格段の差を示していたが，横ばいの状態であっ

たので，国民経済全体の7Et要の増加とならず，そのた

め景気を上昇に導くことにはならなかった。ところが

この間の投資は動乱後の合理化投資，近代化投資とも

異なった規模の大きい効率の高い投資であったから，

投資による供給力は急速に増加したが，それに見合う

需要が十分に得られなかった。そしてまたこの投資続

行が， 32年度予算編成時に現われたような|盗路を作り ，

その打開を財政に求めていた。公共事業費のJi~'額はそ

274 

の I~~路打 liHのために も必要とみ られた。 33年度-の公共

事業技は，不況対策の合みもあって繰 Lげ支川が I~I ら

れ， 一部には蓄fJ'W-f金の1&崩しで施策を促進し， 34年

度には公位政策を進めよ との意見も出た。

33年末近くなって経済の先ゆきに明るさが期待でき

たことで，34年度予算はインフレを起こさない限度で

怠欲的にまとめ られ，一般会計は 1兆 4，192億円，財

政投融資計画は 5，198低円といずれも日立った削)JIIと

なった。ことに支出のllijでは12%憎の財源が，公共事

業債，社会保障18:等に重点的に配分され，公共事業費

で‘は道路整備 5カ年計画が l兆円計画iに地額されて 3

5割増の予算計-_I-.と なり，港湾整備がその促進にあわ

せて特別会計設置となり ，社会保障費では，国民年金

の年度内創設が予定された。 33年度に棚上げされた経

済基盤強化資金は， (221. 3億円〉 全額歳入予算財源に

繰り入れられた。財政投融資計四は 3割増であって，

道路，鉄道，住宅に資金を多く振り向け，原資として

民間公募分も倍増した。まさに経済基盤の強化をねら

う予算であった。この予算に対して，安定から成長に

ふみきったとの評もなされ，日銀をはじめ金融界は積

極予算に警戒の態度を示したO

予算編成の積極意図にと どまらず，政府は34年度予

算実施の面でも公共支出の繰上げをして ，年度前半の

支出比率を高め， 33年度来の道路整備 5カ年計画の促

進を図ったが， 34年の経済好調の雰囲気の中で、自由民

主党・岸内閣に所得倍増への政策立案の意向が強ま り，

老人福祉 ホーム
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のかけひきがあって，予算案の修

医がfぴイドJ!tあい、たが，(以サ:介1111以

後は ， 国会払~t-H後の修正はほとん

どなく，下す~案が決定するまでの

一階で与党がL、ろいろとillbくとい

年度予算

の大松村原案がはj演に捉/1¥された

のは12}-J2211であ ったが，政府ψ

の決定は翌年 1) J1311であり ，こ

のILH20日以上を経過した。予算脱

税は原案以 |三にふくらむことはな

かったが，財政投融資計聞で 152

億円噌)JIlし，原案になかった医療

34月 9年に襲来した伊勢湾台風による惨状 公庫の設置が加わった。

35年度予算はその方向でまとめられる情勢とな った。 2 積極財政の展開

この方向での構怨は固められたが，租税収入:l羽大が寸

分に期待できないために，大11I出の減税が困難となり ，

大衆減税の優先あるいは建設公債の発行ーの意見も 出て

いた。 秩にはいって各省庁の 35年度概算要求は 2兆

1， 066億円に達し，景気の上昇も急調であったこと で，

与党内でも景気刺激を避けて経済基盤を固めるための

予算にまとめる意見が出始めたが， 9月末の伊勢湾、ム

風による被害がきわめて大きかったので，佐藤蔵相は

災害克服を予算の旗印として，減税をとりやめて35年

予算案をまとめ， 34年度の租税の増収分をすべて災育

対策にふり向ける措置をと った。35年度予算は中立予

算でなければならなかったO

34年12月の公定歩合引上げは景気過熱に対する警戒

措置であったが，予算は特に景気に対する警戒を示

す内容のものにはならなかったO むしろ災害対策を中

心に公共事業促進を計画した積極予算であり，一般会

計の規模は 1兆 5，697億円，財政投融資計画は 5，941

億円と34年度に続いて著しく増大した計画となった。

財政投融資計画では 5，000万ド.ルの外債発行が予定さ

れた。予算が積極予算の性格を強めた一因には，予算

案決定に際しての与党の積極的な働きかけがあった。

かつての多党時代には予算案が国会に提出されてから
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一一昭和36年度以降の財政一一

公定歩合の引上げで金融政策は警戒の態度を示した

が，経済は比較的順調に上昇を続けた。34年の経済は

政府の予怨をはるかに越える著しい仲びをみせ，そ

ため租税収入はだよ射した。 34年度補正予算は災??対策

に始ま って3次に及び， 財源は洗いざらい使いつくし

たといわれたが，それでもなお多額の剰余金が出た。

35年度の経済も順調に仲びて，予算編成時に減税を取

り止めたほど心配された租税収入には全く不安がなく

なったO 安全保障条約改正や九州の三池炭坑争議に汗

された政治的，社会的不安のー柿を意図して， 35年 7

月に捧内閣に代わった池田内閣は，経済の好調をバッ

クとして所得倍射を政策の表看板にたて，10年で国民

所得の倍哨(平均7.2%の成長)，当面 3年の 9%成長を

旗印として，財政政策でも杭極的に取り組む姿勢をみ

せた。自由民主党も滅税，公共投資，社会保障の 3本

を政策の柱としたO

租税収入にかな りの余裕があったこともあって ，35 

年度内に減税を実施することになったが，それでも減

税と公共投資の両立を公位不発行の条件で進めるため

こは揮発油税の増徴が必要て・あった。多くの政策を実

現するにはやはり財源に限界があ り，財源にゆとり が
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あるという深間気が浪費に結びつきやすい傾向を示 し

てきていたので，大蔵省では予算編成作業の過紅で，

公共投資等の政策実現を図りつつ，他方で経費の効率

的使用の再検討を進めた。公共補助金の整理， 食糧管

理会計赤字補填増大の処置，防衛費，公務員給与等に

問題があ っt.:.o補助金の種類，件数が多くなり ，その

効果が疑われて，その合理化のための調査検討はすで

に始め られていた。米価問題をめ ぐって食管会計の赤

字が増加し，財政問題として根の強し、ものになりはじ

めており • 30年以来の米の連続豊作もあって，食管制

度自体が検討事項であった。防衛費は防衛庁費の増額

が防衛分担金の減額で相殺され，特に目立った増額で

はなかったが.35年度で分担金がなくなったので，防

衛費の増大は，そのまま経費増大に結びつき， 予算編

成の重要課題となった。経済成長過程で民間給与は目

立って改善され，公務員給与改善の人事院勧告も人件

費増加の大きな要因になりはじめた。

水田蔵相は35年度補正予算と結びつけて15カ月予算

の構想を持ち，年度内減税でその一部を実行したが，

さらに35年度補正予算で，災害対策，食管会計赤字補

填，公務員給与改善， 地方交付税の増額のほかに，租

税収入増加の一部を産業投資特別会計と同資金とにそ

れぞれ 120億円.350億円繰り入れて， 15カ月予算構

想による政策推進の意図実現を加えた。補正予算は第

次1，515億円，第2次440億円，計 1，955億円となり ，

財政投融資計画も 314億円追加され，補正の規模とし

ては従来に例のない大きなものとなったO

36年度予算は増大促進要因をいくつもかかえてい

た。自由民主党 ・池田内閣の積極政策の方針.11月の

総選挙，既定計画による予算増大要因の累積等であ

る。 9月下旬の各省庁の概算要求は 2兆 3，215億円に

も及んでいた。総選挙が聞にはいったので予算編成作

業が遅れ，大蔵省原案が閣議に提出されたのはお年 1

月5日で，一般会計は 1兆 9，374億円，財政投融資計画

は7，011億円と前年度当初計画に比して，それぞれ23.4

%，18%の増大であった。原案に対する復活折衝の段階

で，総選挙での自由民主党の議席増加の勢も加わって，
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第69代大蔵大臣 水田三喜男

予算はさらに政策の積極推進を盛 り込んで，19日に決

定した政府案で、は，一般会計 1兆 9，528億円，財政投

融資計画 7，292億円に増加し，財政投融資計画の増大

が目立ち，その規模は一般会計予算の 4割に達 した。

この復活折衝で， 道路計画は36年度を初年度とする 5

カ年計画が，大蔵省案の1.8兆円から 2.1兆円に拡大

し，社会保障費(重要経費別〉は 2，466.7億円に増加し，

35年度の355広増となった。減税については揮発油税の

増徴，租税特別措置の整理による増収があって，税制

改正全体としてみれば， 差引きで1，000億円の減税に

はならなかったが，減税の点だけでみれば国税の滅税

は平年度で 1，130億円とな った。

37年度予算の編成は36年度の際と異な って，一本調

子の積極政策を実現するわけにはし、かなかった。 34年

以降36年にかけて，経済は戦後に例のないほど拡大し

て，投資が増大し，しかもこの聞に輸出も増加し，所

得の増大が租税収入を増加させて財政の基礎は安定し

ていた。この増加租税収入を産業投資資金に繰り入れ

て，政策を積極的に進めることが一つの方法であった

が， 37年度予算編成にあたって，この増加租税収入を

長期的視点から景気調整にふり向けることが検討され

た。租税の自然増収分で調整資金を設け，景気の情勢

こ応じて適w支IHすることがそのブjtlニで.(lーか ら秋に

かけての予算桃氾!を問め る I L'j:J剖には，減税と jif 気，J，'~牲

を柱とし， 大1i~予算尖現がt論議され，趨均衡 F持制，d成の

:1，構えがで‘ていた。 9)1の公定歩介引上げを契機に政

策転換が打ち出され r需要抑制!の一策 として36年度の

財政においても，一般会計，財政投融資計画を通じて

営繕関係費10%.特定費問を除いて5%の繰延べが決

定すると， 37年度下算編成の焦点は5，000億円と見込ま

れた租税収入増加の扱レに集ま った。財政に よるji-

調整は，長期的な経済成長実現のためには確かに有 I~\

義ではあ ったが，予算編成の政治条件はその実現には

必ずしも適しているとはいえなかった。調整資金の構

想が早く示されたことが逆効果となり，調整資金実現

は困難になり，せいぜい一部資金の棚上げが期待で

る程度とな ったO

景気抑制方針に対応して， 11月中旬に自由民主党と

政府で打ち合わせた予算編成の考え方は， 国税，地方

税を通じて 1， 800億円程度の減税を実施し，健全成長

予算として予算の執行を弾力的に調整しよ うとするも

のであった。景気に対する姿勢は消極的で，緊縮の意

図は示されず，国庫余裕金も弾力的活用とい う形に後

退して，棚上資金の実現も見送られ，経費の繰延べに

よって景気調整策を実行することだけが残された。し

かし，経費繰延べを当初か ら予約することは法制上の

疑点があって，結局予算編成では景気調整策はすべて

後退した。

蔵相を中心に大蔵省は予算規模増大抑制につとめた

が，既定経費，既定計画による経費の当然増が大き く，

12月19日に閣議に提出された大蔵省原案は，間接税中

心の減税を織り込んで，一般会計2兆 4，268億円，財政

投融資計画 8，440億円で，前年度比それぞれ24.3%，

15.8%増であった。一般会計の増加率は36年度とほと

んど同じであった。予算復活折衝によ って財政投融資

計画は 156億円増加して 8，596億円となったが， 一般

会計の規模は変らず，年内に政府案を決定した。公共

投資は引き続いて大幅に増額し，防衛費が第 2次防衛

計画の決定で 2，000億円を越えた。財政投融資計画で
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i道路，i主宅、1小|いI小企業へのtη奇せ.(金並ωWI判b加加11が太きカか、つたカがが、，し， 

愉 l川iハH似1J~興のための輸却以4に刈

きカか、っTこo

37年度予算に対しては ， }民;夫t5気託 3調司 E整駐下のj則I~イ

ての政策のイ不4花'政党の正ノJによる政漫予算とい う批

判l もあったが ， 大蔵省では編成当初の抗気 ;Jl~鞍資金桝

悲!のころとは多少民なったよ4併に江ち，j去気淵鞍は令

融政策による効~をj間作して，財政はむしろJR気湖特

反透後の不況対策の役トiを期 し，さらに長則的な成長

政策 としての公共投資促進，社会保障の充実の必要を

認めていt.:.oそれらは経費の地大と結びついていたO

しかし，37年度予算がそれらの謀)起を什理i'Iりに災現 し

て い るわけで‘はな く ，その効;r ~1句， 合理的迎用には多く

の問題が残されていた。たと えば補助金についてみれ

ば，その運営の実態が的確に把服されておらず，推理!

の必要な経費は多かったO

37年度予算は景気停滞下に膨大な規般のものとな っ

たが，この経済条件の もとで編成された 38年度 ? ー

ま， 37年度の場合と全く 逆に，財源不足をどのように

調達するかが第一の諜婚であった。自由民主党内では

公債発行の意見も出た。しかし， 7月の内閣改造後の"

算編成検討では，むしろ和税哨収期待問難にあわせて

財政規模の圧縮に主眼をおくこ とにし， 公{点発行に対

しては響戒態度をと った。公債発行回避のために地方

交付税の比率軽減，教育費負担の格差設定，国債償迎方

式の変更等が検討され，減税見送 りも考え られた。財

源不足は財政投融資の原資についても例外ではなかっ

た。財源問題では38年度予算の前に37年度予算の補正

について も同僚の状態であったO このよ うな条件の不

利にもかかわらず， 38年 4月の統一地方選挙対策もあ

って，与党内部では滅税を， あるいは~地補償をの声

が出ていた。 しか し，減税よりも社会保障と公共投1ft

を唱えた池田首相の意向 もあり，田中蔵柑は公債不発

行 3 減税困難の線は くずさなかった。予算要求は前年

度予算の 5割増内に抑えるとの方針に従った各省の概

算要求は10月には 3兆3，493億円に上り，与党内部から

も積極予算を求める芦が強くな った。11月にはいった
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第71代大蔵大臣 田中角栄

ころには，田中蔵相も外位二に財源を求めて積極財政展

開への意向を示 したが，その後経済情勢がようやく低

迷から脱して， 38年には上昇に転ずる見通しが立つよ

うになって，減税も盛り込んだ公共投資優先の予算が

編成された。12月23日に閣議に提出された大蔵省原容

は， 一般会計2兆 8，558低円， 財政投融資計画 1兆

0，780億円(外債発行をかlえて〉で前年度計画の20%増以

内におさまったけれども ，34年度以降の高い増加率の

傾向は続いた。復活折衝は比較的早く片づいて，前年

同様に年内に政府案が決定し，一般会計2兆8，500億

円，財政投融資計画 1兆 1，097億円と，前年度よりそ

れぞれ17.4%，22.6%増の規模となった。

財源不足が心配された38年度予算が，公債を発行せ

ず，減税も して，かなり積極的な性格のものとなった

のと同様に， 37年度予算の補正も，初めは財源の不足

が心配されたが，公務員給与，石炭対策，災害対策等

の第 1次補正 541.5億円を組んだ後で，第2次補正と

して 821.3億円の補正を組み，これで産業投資会計資

金に 350億円を繰り入れて， 38年度の財政投融資計画

の原資の裏づけをした。

3 積極財政の転換一一昭和39年度以降の財政

景気好転を足場に38年度予算ではかなり 積極的な施
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策遂行の計画が突現できたが，39年度予算以降につい

ては，このような積極的な性格の維持が可能であるか

に疑点があり，子算編成の困難の度が強まった。38年度

'算が前年度比17.4%増の規模となり得た一因には，

剰余金 2，626.5億円を財源に繰り入れたことにその

閃があ り，それは36年度の組税収入の急増大によった

ものであ った。 35，36年度のよ うな経済の急成長を将

来にWJ待することには無理があり ，37年度以降は年度

内の租税の白然噌収分を産業投資特別会計の資金に繰

り入れる道が聞かれたので，自然増収があ っても予算

財源に剰余金を期待することは困難となったO したが

って，増加経費はも っぱらそれぞれの年度の租税収入

の増加によ るほかはなかったが， 39年度以降ではその

増加に大きな期待が持てなくなったからであった。こ

のため， 39年度予算編成にあたって，田中蔵相は公債

発行に反対していたが，公債発行が問題になる下地は

すでにでき上がっていたO

38年度の春から夏にかけて，経済は順調な上昇傾向

をたどり，予算編成について，もかなり意欲的な意見

が自由民主党内からも蔵相の口からも出ていたが，こ

の段階では公債発行を積極的に問j起とはしなかった。

しかし，財政投融資の原資確保は不安で，欧州市場

開拓の努力による外債発行の必要が考えられていた。

それで、も内閣改造後の 7月23日の閣議了解で，39年

度予算を 38年度の 1割増程度とすることに して，国

際収支の均衡を確保し，長期安定成長の基盤強化を主

眼とする健全均衡財政の方針を守ることを決めてい

た。この 1割増の経費の中には当然増と考えられるよ

うな公務員給与の改善，災害復旧費，地方交付税，食

管会計赤字補填等があるから，このような方針は事実

上きわめて消極的な予算となる ことを意味していた。

これらの見通しは租税収入の増加を約2割増収の

5，000億円としての計算でもあったから，財源対策は

かなり細かい点についても検討が進んだ。 38年度の自

然増収の産業投資特別会計資金繰入れ，揮発油税の引

上げ，インベントリ ーの取りくずしなどがそれであっ

たO 減税はきわめて限られた範囲だけで、許されるもの

と予想された。

しかし，減説への期待は各)j[自iから強くぶされ，衆

議院解散合みの状況卜で， 10)-1rl-t fi)に池山行村!の2，000

低円減税の構悲!が出て，期発力tl税等の明徴を糸件に減

税計画が具体的に検討された。減税を))11えて，しか

各種の新規経費を計上するためには，相当の，fl=l税収入

の増加を見込まなければならなかったが，経済の好判

持続の予想に立って予算編成は進められ， 12月20日に

大蔵省原案が!詞議に提出された。 一般会計3兆 2，667

億円，財政投融資計画 1兆 2，945億円で 7月に3兆

1， 000億円台と予想されていた規模を大きく上回り，

租税収入も 6，800億円以上の増加を見込んだ。この租

税増収の見積りは従来になく高いもので，いわゆる 1=1

いっぱいのものであった。それでも，この原案ではイ

分な新規経費計上の余地がなかった。補助金整理によ

る既定経費の圧縮もそれほどに効来を示さなかった。

しかし，予算の復活折衝は早くまとまり ，3年統し、て

予算政府案は年内に決定した。 一般会計は大蔵省原案

比 113億円減，財政投融資計画は同 457億1羽で，それ

ぞれ 3兆2，554億円， 1兆3，402億円となった。

38年度補正予算は比較的楽に組まれた。 38年度の民・

1好調を背景に租税収入は予想外に増加したので 2

次の累計2，068億円の追加となり ，最終補正では300億

円を産業投資特別会計資金に繰り入れた。

38年度補正予算は戦後最大の規模となり ，39年度予

算も大規模の減税を実現して，予算編成着手のころの

財源困難の予想を吹き飛ばしたかの印象を与えたが，

39年度予算には無理な組み方があった。経済の好調持

続を期待し，それを条件に租税収入が見積られていた。

租税収入増加見積りも， 38年度の収入増加(補正財源〉

2，068億円を差しヲ|し、てみれば，約4，800億円ではある

が，それでも 2割近い増加見込みとなっていた。 39年

度の会計年度開始を前に， 38年12月に日銀は預金準備

理を引き上げ，さ らに39年 3月には公定歩合を引き上

げて，景気に注意信号を山した。この警戒態勢に即応し

て，政府は予算執行にあたって年度前半の支出を控え

自にし，↑占勢によっては経費の繰延べもする態度をみ
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せたO しかしIl:J:必はこのような政策態度の段階を越え

て，5)Jには|司}I)(金の減少によ って財政の短期収支の

，;I，'il整も1M慨になり，長らく十，f;JfJしなかった大械引証券

が発行されるよ二とになっ1.:..0 利税収入も予知:JLWりだ

けがIi{E(呆で主るかが疑われるほどに，収入のテ ンポが

務ちはじめた。このようなすq:阜ではあったが，政j灯は

40年度 f~k4，JJ此について ，亦宇公w発 (i・-を危険tJLする

態度を-l'fして J~:ち続けた。 7 )J ょには，例年の名省

rj'"の科技の概算梨求について，従;t<寸前年度fnの 5割

増以内とし、う大政宇iの説明であったのを， 3剖別に抑

え，経1!(.L1'1 ))11抑制のな12<1を示した。大，，':品名で、検討を始

めた40年度予算の榔氾!では ， m肢は 1 訓J:~' ，f' ，\J立， 3.6 

兆円前後におさめようとしていた。 íÌÍI午度の f~?:調，JJ[i

11キよりも租税収入の附加をWH与することが|制服な事'IW

がここに示されていた。財政投融資計I!.!'Iについても臥

資に期待がもてず，I r~j じような悩みがあった。

40年度予r.r.調"1此の前に39~F-度予 X~: .FîlìI仁の !:U泌があ り，

ここでも財源捻出に追われ，その刈策として一般行政

伐の 3%節約と凶ヰi~t，f;&処分とによることとして ， こ

の 400 億円余と血税収入明)) II J，~込みとで 1 ， 06“'H佑む引~Iド円lうj

有剖補i日i正予3算7を組んだ。数年統し、て， .Mj IPli.q却は公務μ給

与と災3末、J.策をMi本にし，それに食管'会計の亦'}二補I良

があ り，ネIIi正財源に見込む租税収入附加に伴 う地方交

付税の増加がこれに加わった。 府i税収入は年度当初か

ら，予算どお りの確保が困難祝されていること もあっ

て，34年度に事業政等の節約でヅヒt施されてから 5年ぶ

りに減額を計上した補正であったが，この血税収入追

加の見杭り についても，その収人『碓佐保がf危ιぶぶ‘まれる1i'f

勢でで、あつたo 同様の;財M

田首首.相の病気辞任による政治的な不安定のもとでで、，40 

年度予算の大蔵省原案が12月191:1の閣議に拠 出 され

た。この原議については11月211Jの財政的説でその構

想が示された。経済の引制'i:)志加を守って刺激を避け，

安定成長を求めることを法本とするもので，健全均衡

財政の)j針はくずさなかった。 一般会計は 3兆 6，581

億円，財政投融資計l同は1兆 5，516低円で，それぞれ

12. 4%， 15. 8%増であ り，所得税，法人税の減税約990
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第8-4表予算計画推移 (単位:億円〉

年 一般会計予算 財政投融 増加率
大蔵原案当初予算最終補正増加率 資計画

度 ω 但) 約 (J3)/帥広 制 ω/ωz 

34 14，192 14，192 15.121 108.2 5， 198 130.1 

35 15，697 15，697 17.652 1l0.6 5，941 114.3 

36 19.374 19.528 21.074 124.4 7.292 122.8 

37 24，268 24，2'侃 25，631 124.3 事(89，，O59526〉 117.8 

38 28.5弱 28，政均 30，邸8 117.4 11，097 (122.6) 

39 32.667 32，554 33，405 114.2 13，402 120.8 

40 36.却1 36.581 37，447 112.4 16.206 120.9 

備考:財政投融資計画37年度のカツコ内は外資分を含めたもの，

38年度以降は外資分を含む。

億円，差引の租税収入増加を 3，834億円と見込んでい

た。 39年度の場合に比べて，規模も減税も租税収入増

加も，すべて目立って縮まったo このような限られた

わく内の操作は，たとえば利子補給方式の採用等によ

って切り抜けていた。政府案は年内にまとまった。復活

折衝によっても一般会計の規模は変わらなかったが，

財政投融資計画規模は6卯億円増加して 1兆6，206億円

となり，一般会計に対する相対比率は44.3%という高

い率を示した。公募債収入は 3，910億円にもなり，そ

の原資としての比率も高くなった。

34年度以降の財政，ことに予算編成に示された特色

は，一般に経済成長政策といわれるけれども，政策意

図は成長を刺激したり促進したりするのではなく，成

長の後を追って，それをより確実にするための公共部

門の充実を図ったのであり，常に過度の景気刺激とな

らないように健全均衡の方針を守り，公債発行を避け

た。その結果，財政規模は急速に増大した。戦時を除

くわが留の財政史上で，この期間ほど大きく財政活動

が増大したことはない。減税はかなり実施されたけれ

ど，それは成長に伴う所得の増大を背景としたもので

あって，講和前後の負担の積極的軽減とは異なり，相

対規模も縮小した。

このような一般的な方向のなかで特に目立ったのは

財投融資計画の増大である。その詳細は別節にゆずる

が，租税負担による政策実施の限界が，この投融資計

画に示きれたものであり，国家活動領域の拡大がそこ

に示された。

4 補助金の増大とその整理問題

終戦後の財政史は一面では補助金整理の努力の歴史

であるo その整理の組織的な第一着手がシャウプ勧告

による地方財政平衡交付金制度の採用であったc補助

金が主として国が地方団体に交付するものであったこ

とにかんがみて，シャウプは， (1)国と地方の責任の分

界を混乱させる傾きがあり， (2)地方当局を不必要に中

央政府の細かい統制下におき， (3)補助金額の決定に際

して国の官吏と地方吏員との聞につまらない摩擦を生

ぜ、しめ， (4)財政力を異にする各地方の負担を平均化す

る方法がない，として地方公共団体に対する補助金の

整理を勧告した。平衡交付金の基準設定に際して補助

金の圧縮整理の努力が進められたが，徹底した整理が

果たされず， 26， 27年度にもその努力は実らずに，新

規経費の増加でかえって補助金は増大し，加年度には

講和後の施策要求の集中があり，議員立法による増加

もあって予算に占める補助金の比率は急増した。 29年

度予算編成は経済自立のための緊縮方針を徹底して，

いわゆる 1兆円予算を実現したが，この際に特に補助

金の整理が重要課題となって，その増大抑制により 1

兆円予算実現が保証された。そして地方財政再建整備

の必要がようやく一般の理解を得て，補助金制度の合

理的運営の条件ができかかった。しかし，地方財政の

再建のためにも補助金が必要であったし， 32年度以降

の経費の増大過程で補助金は再び増加した。

一面，補助金は経費の増大を抑制しつつ効果をあげ

る一つの手段であり，経費の効率的使用をねらうもの

であって，経費増大過程には必ず‘増加する性格を持つ

ものであるが，同時にそれが多方面に用いられていわ

ゆる総花式となり，かえって効果を少なくすることに

なるo このような傾向から経費膨脹の過程で，経費の

効率的使用が重要課題となり補助金の整理が問題とな

ったo補助金が多岐化，零細化を伴い，効果を不明に

司!:
し，監督もゆきとどかないという傾向を示してきたの

で，これを是正するために，大蔵省では34年から補助

金の実態調査に着手した。 34年9月に設置された補助

金制度懇談会は 1年余の調査結果を36年1月に報告に

まとめたが，補助金の全容を明らかにするには至らな

かったO この調査のかたわら，連年，補助金圧縮の努

力が予算編成に際して進められたが，急速な経費の増

大，支出内容の多様化もあって，補助金は件数も金額

も増大した。 36年度予算編成にあたって公共補助金の

再検討による効率的運用が図られたが，実効をあげず

に終わった。

37年にはいって，補助金合理化は大蔵省の問題から

内閣の問題に発展し，閣議決定で補助金等合理化審議

会が設置され， 5月にはその第l回の会合が聞かれ

た。 2年を目途として，補助金の根本的検討による合

理化方式の探求が図られることになった。 37年度予算

の補助金は一般会計で 963件と31年度の1.6倍に達し，

36年度より 41件増加していた。審議会は38年5月まで

の約1年間で調査を終え，審議検討による答申を12月

初めに提出した。答申は合理化と能率とを柱として，補

助率を2分の l以下へ引き下げ，零細補助金を廃止す

第3意成長経済下の財政金融

るなどの広範な事項を指摘したo

審議会の答申は，実際の予算要求にあたってなかな

か守られず，34年度の 812件.4，042億円から 38年度の

971件， 7，220億円に増大していたのに， 39年度予算編

成ではさらに新規に382件， 378億円の要求が出て，合

理化，能率化への期待とは無縁の印象を一般に与えて

いた。しかし，すでに39年度から財源難は深刻であっ

たから，補助金の整理，合理化は財政的な強い要請で

あった。 39年にはいって補助金等合理化審議会の解散

の後を受けて，大蔵省に財政問題調査研究会を設けて

補助金合理化への努力を続け， 40年度予算で補助金圧

縮の実効をあげることを企図した。 40年度の各省庁の

予算要求の前に，閣議は補助金整理の方針を決定し，

大蔵省は各省庁に合理化の方針，範閤の提示を求め

た。財源難による経費増大困難はそのことだけで補助

金増大抑制jに作用してはいたが，すでに39年度予算か

ら，施策の実現について利子補給の方式がとられるよ

うになり，経費圧縮の努力がこの方式を助長する結果

となって，補助金の整理はますます困難となった。 40

年度予算で補助金の件数は約 1，(削件となり，金額も

約9，(削億円に増大した。

第 2節財政法改正の問題

石橋内閣は32年度予算で 1，(削億円減税， 1，(削億

円施策のキャッチ・プレーズによる積極財政推進を唱

えたが，その際に31年度補正予算で租税の増収分の一

部を産業投資特別会計資金に繰り入れて，それを32年

度以降の財政投融資の原資にあてる策をとって，積極

政策の資金的裏づけを強めた。 31年度の繰入資金は32

年度以降に各年度150億円，ぬ億円， 132億円と使用さ

れたo

しかし，このような措置が財政法の建前からみてそ

の合法性が疑われ，国会でも，国会外でも議論の対象

となった。もともと財政法は財政運営の基本を示すも
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のであり，その制定が，戦前の財政運営の反省による

ものと理解され，その健全財政の精神が予算の均衡と

債務償還の積極推進とにあると解されていたので，租

税収入増加が歳計剰余金となり，その半額が債務償還

にふり向けられるはずであるものを，事前に他の費途

にふり向けることについての反対意見であった。

その後35年度予算補正に際して，再度産業投資特別

会計資金への租税収入増加分350億円の繰入れが行な

われ，この措置の合法性が問題となった。財政法第6

条違反としてではなく，第29条の修正条項に該当する

補正であるか否かであり，補正が必要避くべからざる
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れた答申は，当初の 3課題を網羅することはできなか

った。しかし，答申は税制の今後のあり方として，閣

人ラッシュが生じ，所得税と法人税とを企業課税とい

う立場から検討する必要があった。地方税は各地域の

独立財源としての適性の検討であり，間接税の問題は
民所得に対する租税負担率を20%程度の現状に抑える

ことを目標として，引き続き減税政策を続けることを32年の所得税の大幅軽減，揮発油税の増徴が直接税中

基本におき，税制の問題としては，所得税を昭和15年心主義の修正ともいえるものであったことに対して，

当時との比較で検討し，中小所得者の負担軽減を取り間接税負担の体系をどのように理解し再編成するかの

上げ，企業課税として法人税率の軽減よりも企業の資

本構成，資金調達との関係で検討し，配当課税の減価

償却，中小法人課税の問題を取り上げた。れていたので，税制調査会も35年に従来の改正からみ

との答申に対して，予算編成で、の経費増加が減税財て中程度の減税実施の答申をする予定で準備を進めて

源を圧迫し，税制改正にあたっては，この答申で検討9月の伊勢湾台風による災害対策費の増加がいたが，

事項とされていた揮発油税の引上げ，軽油引取税の増見通され，佐藤蔵相が災害対策中心の予算編成方針を

徴が加えられ，差引の純減税では，調査会の当初企図囲め，減税見送りにふみきったので，税制調査会もこ

，
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この両者から第29

条の改正が容認された。 37年度補正で 350億円， 38年

との必要についての理解があって，ものであるか否かが議論の焦点、であった。必要避くべ

からざるか否かの判断は政府にまかされるとL、う解釈

度補正で3∞億円が産業投資特別会計資金に繰り入れもあったが，そのような繰入措置が必要避くべからざ

られた。るか否かを納得させることの困難もあって.37年には

31， 35， 37. 38の各年度の資金留保措置は，租税の
財政法第29条は改正された。

自然増収分を利用した弾力的運営の方法であったが，この改債務償還促進が財政法の基本精神であれば，

問題であった。

25年以降， 31年を除いて毎年所得税の減税が行なわ

39年度以降では財源が乏しくなったために，既述のよ

うな公債状況であったことから，財政法第6条の債務

正は財政法の一貫性を乱すものとなるわけであったが，

24年度以降公債の発行をなくしその後の経済急成長

過程で租税収入が増大して債務償還が進んだので，債 償還規定の緩和が問題となり， 40年度予算編成に際し

て38，39年度における第6条の剰余金の繰入れについ
務増加による財政インプレーションのおそれが薄らい

ては，剰余金の 2分の 1の規定を 5分の lとすること
だことが一方にあり，他方で公共部門の活動を積極化

に改められた。して，経済急成長による公共投資の遅れを取り戻すこ

した規模には，はるかに及ばない小さなものとなった。の意向を了承した。これは， 34年度の租税収入の増加

それでも，この改正によって企業課税という新しい観分が，災害対策費等の補正予算を組むのがやっとであ

改正税制第 3節
点が加えられ，法人税において配当所得に対する軽課り， 35年度の租税収入についても特に大きな増加となの

措置 (38%から28%へ〉が始まり，個人株主の受け取るることが予想されなかったためのものであった。しか

配当の税額控除が， 20%から15%に縮小された。地方し， 35年度予算案が国会に提出されたころには， 34年問題は，税制調査会の審議に日lJしてとらえる必要があ

税の自主性強化は，所得税の減税が自動的に住民税に35年度の増加も 2，154度の租税収入がかなり増加しる。
租税体系の検討整備

影響しないように，住民税の課税方式を変えたことに億円を予算に計上したので，税制調査会は減税見送り33年には32年の改正の際に実現もれとなった間接税
シャウプ勧告以後の税制改正は，過重といわれた国

あった。電気ガス税等の軽減を図ったが，反面，増徴を政府が申し入れたことに遺憾の意を示し， 35年3月と相続税とが改正の対象となったが， 33年12月には臨
民負担の軽減がなによりの課題であり，そのために所

された軽油引取税は，増税の揮発油税同様に新道路整の会合では，租税負担の比率を国民所得の20%以下に時税制委員懇談会が扶養控除重点の答申を出し，自由
得税の諸控除引上げによる低所得者の負担軽減に重点

備計画財源となるものであり，税制の中にも受益者負抑える方針を申し合わせた。民主党の国民負担軽減のスローガンに応じた。またこ
がおかれた。この改正による租税収入の減少は 1割

担的な考え方が持ち込まれた。前述の配当軽課措置は35年の減税見送りと租税収入急増の事態とを前提との答申では租税特別措置にふれ，間接税，地方税につ
を越えることが多かったO この方向は 1兆円予算以後

資本構成の是正という見地から取り上げられたものして，税制調査会は36年に大幅な減税を実施する目標'l、ても意見を示したが，地方税については 2本建の答
少しゆるめられたが，なお積極的軽減の方向は続け

で，いわば経済成長の過程で問題の生じたものであで税制の審議を続け，負担軽減の見地から，企業減税申となり，税制改正実施への迫力を欠いた。租税特別
られ， 32年の改正では中位の所得者の負担軽減をねら

この時期の性格をよく示す措置であったoり，よりも所得減税に重点をおいて検討した。所得税につ措置の整理は見送られ，酒税，物品税，入場税には手
った所得税率の引下げがあったo このような方向に対

36年の改正で‘残された間接税の検討が， 37年改正をいては，法人なりの増加に関連して，個人企業と法人企がつけられたが，租税体系としての検討に基づく税制
して，その後の税制改正は負担軽減が一つの課題であ

目ざす税制調査会の課題であったが，それをさらに体業との負担のバランスが問題とされ，さらに個人企業改正というほどのものではなかった。
ったことは変わらなかったが，積極的軽減ということ

系的整備として検討するとともに，従来から課題となを優遇した場合，事業所得者と給与所得者との負担の経済の急成長に即応した租税上の問題を十分に検討
には結びつかず，負担増大を回避することに主眼を移

っていた国税通則法の制定がもうひとつの大きな仕事バランスが問題とされたが，結局は，専従者控除の拡して，税制の体系的改正を図ることをねらって， 34年し，経済成長過程の諸対策を税制で実行する面が現わ

であった。張と配偶者控除新設とに固まったo 租税特別措置の整5月には税制調査会が設置され，調査会は36年末を第れた。その萌芽が32年の改正の際の揮発油税の増徴で

あった。また，32年の改正は臨時税制調査会の審議によ まず，間接税関係については， 36年改正で果たせな

かった税制j全般の体系的な整備の総仕上げをねらった

理も検討されたが，一部準備金の縮減等が図られたと1目標に， 37年末を最終目標に税制の調査検討に取り

はいえ，経済情勢に対する考慮もあって，その整理が十組んだ。従来個々の税目ごとに扱った問題を企業課税，このような諮問機る答申を基礎にしたものであって，

ものであった。間接税の大幅軽減が課題であるととも分とはし、えなかったo地方税の検討は一応行なわれた地方税の再編成，間接税その他の体系整備の 3者とし関の意見を徴して税制改正を進める体制が固まった。

に，所得税の軽減と国税，地方税を通じての税源配分

が問題であり，税制調査会は幅広い検討を進めた。12月
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が，十分な答申を出すだけの審議に歪らず，間接税に

ついての検討は答申に間に合わず， 12月初めに提示さ

これを中心課題として検討を進めた。景気上昇の

過程で個人営業者の法人なりが続出して，いわゆる法

て，
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大蔵省の税制改正の仕事も，なかば税制調査会対策に

向けられることになったoしたがって，この時期の税制
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初めに答申にまとめられた税制改正案は，国税・地方税

を通じて1，700億円余の戦後最大の規模の減税となり，

3年度に及んだ調査会の審議の締めくくりをみせた。

中小所得者の負担l怪減ということで，所得税の諸控

除の引上げ，税率軽減と， 酒税，物品税，入場税等の

引下げとが減税の中心となったが，間接税の軽減は26

年以来の大幅のものであったO 間接税の軽減は，戦後

の税制改正が主として所得税を中心とする直接税にか

たより，間接税の軽減が見送られがちであった関係も

あって，所得税を納めない低所得階層における間接税

の負担が相当重いと考えられたためで、あった。一方企

業課税と しての法人税には手がつけられず，租税特別

措置の整理も見送られたが，国と地方の財源配分がま

とめられて，所得税から道府県民税への税源委譲，た

ばこ消費税の税率引上げ(地方のプラス〉と入場税の譲

与廃止が決まったO

また国税通則法は 3 税制の体系的改善整備の一環と

して，税制調査会が34年 5月から36年7月まで審議し，

その答申に基づいて制定したものである。これによっ

て国税の各税法を通ずる基本的な法律関係， 手続等の

規定の整備統合と，各種加算税や争訟等の制度の改善

合理化が図られる ことにな った。 34年の国税徴収法の

改正とともに，税制および税務行政面の合理化と整備

とがこれで、果たされることになった。

2 長期安定税制の検討

37年に税制調査会は再発足したO 調査会の課題は長

期安定税制の実現にあったo36年12月答申までの 3年

度にわたる審議では，基本的な税制上の問題が取り上

げられ，租税体系としての改正も行なわれたが， その

期間の目ざましい経済の成長がこの改正実施を助長し

ていたと同時に，成長が基本のねらいを狂わせてもい

た。租税負担率を国民所得の20%にとどめることは結

果として果たされず， 36年度の実績見込みの負担率は，

20%を越えて22.8%になるものと見込まれていた。経

済成長を見越して望ましい方向づけを行ない，長期の

成長過程のなかで税制確立の方策を求めようとするも
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のであった。

このような調査会の課題に対して，経済の状況は従

来と変わった方向に動きはじめ，それが税制への要請

となって調査会の意向に水をさすものとなった。さし

あたり， 38年度の税制改正についての答申作成が調査

会の仕事となったが， 36年秋の政策転換以降の事態に

対して，政財界の一部で利子所得課税の廃止が提唱さ

れ，また法人税滞納の増大に対処して，所得税軽減よ り

も法人税軽減等の景気対策重視の税制実現を望むなど，

これまでの国民負担軽減の方向をとってきた調査会の

意向とは異なったものが示された。さらに37年の景気

停滞による組税収入増加の減少が見越されて，大蔵省

内部には38年度の減税の余地なしとの見解も出た。大

蔵省内部では早くから租税特別措置の整理などによる

所得税減税中心の減税計画を立て，与党へ説明するな

ど，従来の方向の実行意図をみせていたが，蔵相はむ

しろ景気対策等の政策滅税を重視する意向を示してい

た。これらの見解の対立も， 38年度の租税収入増加が

2，000億円を大きく上回ることがないとの見通しに立

っていたが，それでも自由民主党内では積極的に減税

すべしとの意見も強く，政府，与党，調査会の意見がま

とまりにく い情勢が続いた。 しかし，税制調査会は物

価上昇分の調整程度の所得税の減税は行なうべきであ

るとの方針から， 12月に基礎，配偶者 3 扶養の 3控除

と専従者控除とを各1万円引き上げることを中心に答

申をまとめ，あわせて利子配当所得に対する特別措置

の延期と，公共施設用の土地の譲渡所得に対する非課

税等 6項目の新規の特別措置を認め，中小法人課税の

調整，地方税軽減にもふれたO しかし，減税の規模と

しては小さいものになったO

この答申に対して，政府は，具体的税制改正案作成

にあたって， 基礎控除以外の諸控除引上げを半額に抑

え，利子配当所得の源泉徴収率を10%から 5%に引き

下げるなどの変更を して，いわゆる政策減税の性格を

強め，減税規模を圧縮した。国税の減税額は平年度で

540億円と計ー算された。

38年度にはいって税制調査会の審議が再開されたが，

調査会の意向と政府首脳の政策定、図とはさらにくい速

いをみせた。調査会は 2年にわたる審議事項を租税体

系と税負担，所得税，資産税，消民税，租税特別措置

に分け，税負担の公平に審議の重点においたが，政府

首脳は貿易為替の自由化実現を目前にして，企業減税

を重視する態度を示 していた。 8月には池田首相は39

年度減税について輸出振興対策重視，所得税よりもイヂ

民税，電気ガス税の減税配慮等を示したO 主税局の君、

向は租税体系重視の立場から，所得税減税にτ11きをお

いていたO このような意見の開きも ，租税収入の伸び

があま り期待できないことが大きな理由であったが，

38年の経済が比較的好調であったことから， 39年度の

減税についての見通しも切るくなり，田中蔵相も10月

には企業減税を合めて 2，000億円減税の検討を事務当

局に指示し， 調査会もこの意向を容れて， 12月には平

年度 2， 000 億円を越える大規~~な減税の答申をした。

答申は企業減税として企業の内部留保の充実，設備更

新と中小企業負担軽減のための法人税の改圧をはじ

め，相続税，揮発油税，租税特別措置，地方税軽減~

にふれ，特に所得税については中小所得者，給与所得

者の負担軽減に重きをおいていた。

この答申に対して予算案決定の過程で，政府は揮発

油税と地方道路税の引上げを決め，電気ガス税の減収

補填のため，国か らたばこ専冗

納付金の一部を地方に移譲して，

たばこ消費税の税率を引き上げ

ることを決めた。また証券投資

信託分配金の源泉分離課税を加

えて，給与所得控除引上げを圧

縮した。政府は 2年続けて税制

調査会の答申を修正し，所得減

税を減らして政策減税をふやし

た税制改正を実行した。

39年末の最終答申に向かって，

調査会の審議では， 35年答申以

来の租税負担率20%の線にこだ

わる必要はないとの意向も強ま
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り，負担串の扱い)Jも負担本そのものよ りも，自然J骨

収の配分になんらかの誌準を求めるという方向で，新

しい基準の検討を進めた。しかし，企栄減税をm視する

政府首脳の意向に対しては疑n:]を持ち統け，所得税中

心の負担公平の態度をくずさなかった。 それは机税特

別措置の幣理の主張として残った。 40年の税制につい

ての特:中とは別に，いわゆる長期税制(今後の社会，経

済の進展に即応する基本的な租税制度のあり方〉の件'1'仲

が11月にまとめられたが，税負担水準については従来

の20%の総にこだわらず，和税収入の削力11分の 20%

(平年度25%)を減税にあてることを法制とし，税休系と

しては所i-，lf.税中心を認、めつつも，道路拡仙財源として

の抑発油税を受読者負:JR.と して承認し，所仰税につい

ては，有業人口に対する納税者の t，lfリ合で考えるとい品

新しい基準を提H呂し，企業課税については，'1'小法人

の負担軽減を認めつつ，配当11屯記長，円e:!-'itJl金n入ブf式

よりも，法人段階源泉課税方式を採用し， fjl税特別措

置に対しては整理推進を主張した。I1rJ接税は別行水鮎

を一応妥当なものと解した。このよ うな長期税制の挑

想にあわせて， 40年の改正についても初極的な減税。

意図を示し，内閲の減税へのなI('Jに支えられて， J9i'件

税，法人税について思いきった減税を7.1刊JI，胤税特別

措置の整理に よる地収との差引で平年度約 700俗F'Jの

近代的設備のガソリン精製工場
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減税案を答申した。すなわち，所得税では諸控除の引

上げのほかに税率の引下げを図り，法人税では税率引

下げのほかに，年所得3∞万円以下の軽減税率をさら

に引き下げ，一方，配当利子所得の源泉徴収税率を引

き上げ，米穀所得課税の特例の廃止等の特別措置の整

理を答申した。

この答申に対して，政府の減税案としてまとまった

ときには，所得税減税では基礎控除引上げを半減して，

配偶者控除を引き上げ，税率の調整をやめ，さらに配

当所得に対しては，源泉選択の分離課税方式を採用す

るなど，引続き調査会の答申に政策的な修正が加えら

れた。

34年以来3年ずつの体系的整備，長期税制の検討に

よって税制問題は種々検討され，税制としての性格も

明らかにされたが，この期聞が経済の急成長とその後

の停滞期にあたる特別な時期で、あったことと，貿易為

替の自由化実施に立ち向かっていた時期であったこと

もあって，税制としては，その時代の要請に応じるよ

うな変更が求められて，租税体系としては，必ずしも

明確な性格のものに作り替えられることにはならなか

った。そこで，長期の税制としての方向を建て直すと

いう努力が並行して行なわれたわけである。 40年の税

制は，不況の深化という新しい展開の試練に立たされ

ることになった。

第 4節財政投融資の増大

原資調達の推移

財政投融資計画が，予算審議の参考資料として国会

に提出されたのは， 28年度予算審議の際であった。当

初は計画としての体系は必ずしも明確ではなく，むし

ろ政府管理の資金運用の相互関連を明らかにするため

の表であり，講和以前に司令部が直接管理する資金と

の二本建であったものが統合された機会に，その資金

の系路を整理する手段でもあった。したがって，その原

資も一般会計，資金運用部，簡易保険，産業投資会計，そ

れに余剰農産物等の多方面から供給されていた。なお

31年度末に産業投資特別会計資金が作られ，さらに33

年度末に外債発行が実現した。そして成長経済過程に

おける財政の役割の増大に応じて，財政投融資も大き

くなった。既述のように，財政の規模は年を遂って増

大テンポを高め， 33年度予算1兆 3，121億円に対して

幼年度は3兆 6，581億円と 2.8倍に増大したが，財政

投融資計画は同じく 3，995億円に対し1兆 6，206億円

と4倍以上に増大して，予算規模に対する比率は30%

余から44.3%へと著しく高くなったo 33年度には外貨
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借入れによる運用が計画表にはいっていないが，この

点を加えてみても，財政投融資の相対比率の増大は変

わることはない。

財政活動の増大が，予算面では補助金の増大という

性格を示したのと同じように，金融的形式で示したの

が財政投融資の増大であって，計画発足当初は機関の

設立についての出資が多かったが， 3併手代にはすでに

機関設立は一応終了し，課題は，これら機関の活動の

ための資金供給となった。年々の減税計画が抑制され

て，財政規模が増大した以上に財政投融資が増大した

のであった。 7年度聞にそれは4倍した。このような

財政投融資の増大がどのようにして実現可能であった

のか，次にその原資調達の推移をみよう。

34年度計画が33年度の30%増となったのは， 33年度

計画が景気調整下の計画で，その規模を圧縮したもの

であったことに対応して，相対的に大きくなったこと

によっており，特に原資増大があったためではない。

公募資金を32年度なみの 888億円を予定したが，資金

運用部資金の中枢である郵便貯金は， 33年の停滞から

むしろL∞o億円へと減額見込みをたてた。しかし資

主瓦¥ど竺|昭和32

一一
産業投資特別会計 377.5 277 謁2

内〉一般会計繰入れ 回

資金より繰入れ l印 30 132.56 

特特別定会物資計納受付入処理れ 29 20 28 

資金運用部資金 2，128.5 2，437 2，928 

内〉郵便 貯 金 1，1切 1.150 1，α)() 

厚 生年 金 位。 4切 565 

国 民 年 金

その他預託金等 464 750 1，280 

簡 保 資 金 740 858 1，0∞ 
公募債借入金等 845 423 888 

i日L 計 4.091 3，995 5，198 

外 貨 債 (16) (179) (131) 

再 言十

備考:各年度の構成に従って，年度を追って表示したものである。

260 398 532 

230 

150 150 

30.67 37.4 30.8 

3，416 4，297 5，082 

1，3∞ 1，4印 1，5印

770 1，040 1，320 

3∞ 4∞ 
1，020 1，180 1.315 

1，150 1，360 1，氏)()

1，155 1，237 1. 482 

5，941 7，292 8，596 

(128) (445) (456) 

(9，052) 
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(単位億円〉

38 39 I 40 

634 812 557 

497 572 127 

93 189 398.5 

6，413 8，054 10，639 

1.9∞ 2，71∞ 3，8∞ 
1，660 2，1的 3，260 

428 456 492 

1，854 2，064 2.487 

1，600 1.5∞ 1，100 

1.882 2，5∞ 3.260 

10.529 12，866 15.556 

568 536 650 

11，097 13，402 16，206 

37年度以前の外貨費は，計画としては計上されていないので，参考のため( )に入れて計上した。

金運用部の厚生年金，その他預託金，簡保資金等の資

金の増加とに支えられて，5，198億円の原資調達の計画

が立ったo 一般会計からの産投会計繰入金50億円と産

投会計資金132億5，6∞万円もこの計画実現を助けた。

35年度については，郵便貯金の増加に対する不安も

34年の経済好調によって後退し， 34年度中に見込みを

大きく上回わる増加が見適されるほどであり，厚生年

金積立金の増大，公募資金の増加等により， 35年度の

5，941億円の計画が立った。この35年度計画では，産

投会計からの出資に期待することが小さかった。それ

は同会計の資金が34年度限りで余裕資金を使いきって

しまったことと，減税をやめたほどに歳入財源が乏し

いとみられ，一般会計からの産投会計への繰入れがな

くなったためであった。しかし， 35年度の租税収入の

著増に対応して，年度中に一般会計から 120億円の繰

入れがあって，財政投融資計画の増大があり，年度末

には同じく 350億円が同会計資金に繰り入れられて，

36年度以降の原資補充が図られた。

36年度の計画は35年度当初計画の増加率以上の増加
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で，7，292億円と伸びた。一般会計が租税収入の増大で

24.4%も伸びたのに比べれば，その伸びは22.8%でや

や下回わったが， 34年度の特殊な増加率を除けば，こ

の伸びはこれまでの増加テ γポを大きく上回るもので，

しかもその原資は公募資金に多くをたよるのではなく，

資金運用部資金に多くをたよる計画であった。そして

特に厚生年金資金の増大と36年に発足した国民年金資

金を原資に求めることができた。産業投資特別会計の

資金からの繰入れも原資確保を高めた。

37年度の計画は，伸び率は落ちたものの，景気調整

策のもとでの計画としては大きな規模であった。その

8.596億円は 36年度当初計画の17.8%増にあたった。

この増大は輸出振興や中小企業，住宅対策等によるも

のであり，したがって低利資金を多く求めたので，一

般会計からおO億円，産投会計資金から150億円が繰り

入れられ，公募資金は2割増の 1.482億円が予定さ

れたっ資金運用部資金の増加が特に目だたなかったの

は，厚生年金，国民年金の積立金の著しい増加にもか

かわらず.36年の郵便貯金利子の引下げ以来，貯金の
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伸びが落ちて ，多くを原資に期待することが困難であ

ったことによっていた。郵便貯金は 36年度の1，450億

円に対し， 37年度の大蔵省原案では1，500億円であっ

たが，政府案決定に際して，ょ うやく 1，550億円とし

たので-あった。

財政投融資計画が一般会計に対する比率を32年度ま

で年々高めていたのが，その後停滞的となったのは，

一般会計が急速な租税収入増加に支え られたことで，ー

その規模を拡大したことが一因であるが，投融資の原

資としての郵便貯金，簡易保険，郵便年金の伸びの裳

えが大きな理由であった。簡易保険等については，

社会体制!として，一方で厚生年金や国民年金の発達が

あり，原資として従来の ものへの期待が後退しても，

それに代わるものの発展増大の期待があったが，郵便

貯金の伸び悩みは，原資としての大きさからみても ，

財政投融資計画の将来にとって大問題であった。この

ような原資面の対策として，33年度に産投会計が外債

を発行して 3，000万 ド、ル (108億円〉の外資を得てから

外資に期待する意向が強まり， 36年度からかなり積極

的に外資活用に動き，38年度には財政投融資計画のわ

く組みに外資をも入れることになった。一方，36年ま

で・停滞的であった郵便貯金も ，37年にはいってから景

気停滞下にもかかわらず上向きを示 し，原資面の明る

さがでた。 38年度の財政投融資計画は外資期待額も加

えて 1兆1，097億円とな り， 37年度の同じく 9，052億

円の22.5%増で，一般会計の伸び率を上回った。 この

ような計画増は郵便貯金増によるところが一因であっ

たが，厚生年金， 一般会計，それに園内公募債，外資に

たよっていた。37年度の補正で一般会計から 350億円

が産投会計資金に繰り入れられたが，38年度計画には

93億円が計上されたにとどまった。

38年度の経済好転で郵便貯金はさらに伸び，賃金上

昇で厚生年金積立金が急増し， 39年度計画の原資面は

明るさを増したが，簡保資金と国民年金積立金の増加

が頭打ちになったので，公募債の比率を高くして ，39 

年度は l兆 3，402億円の計画となった。財政投融資計

画額は，原資事情の好転を上回って増大し，一般会計
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に対する比率も41.2%と著しく高くなった。なお，産

投会計の原資は一般会計か らの572億円と資金か らの

189億円があったが，37年度と38年度の各補正で資金

に繰 り入れられた350億円と300億円は， 38， 39両年度

計画では，その中の 282億円に手をつけただけにとど

められた。

財政投融資計画の増大は，財源難で予算編成の困難

の度の強くな った40年度にも続いた。一般会計からの

繰入れを期待することはできなかったものの，産投会

計の資金からの繰入れと，郵便貯金，厚生年金の伸び

と，園内公募資金への依存の増大とによ って， 1兆

6，206億円の計画となり ，39年度当初計画を21%上回

っ7こO

このよ うな財政投融資の機能の増大は，その規模の

増大によ って知るだけでなく，運用計画によってこれ

を知らなければならないが，個々の件名を見る前に，

この増大過程の資金動員によ って，運用政策の方向を

知ることができょ う。原資の性格によ って，最も低利

長期の資金を要するものと，金利の条件よ りも政策目

的を重視すべきものとの基準によ って，産投会計の資

金と圏内公募債，外貨債との存在意義をみることがで

きょう。自由化に臨む輸出振興対策は前者の，公庫，

公団，地方団体等の事業資金は後者の資金によること

を特色としている。財政投融資計画はこの期間にその

性格を固めていったとみるこ とができょう。

その個々の運用について記す前に，ここで産投会計

の特異事項にふれておきたL、。産投会計は対日援助見

返資金を引き継いで， 27年に作られたものであったが，

30年代には，むしろ一般会計の余剰資金を財政投融資

にふり向けるパイプロの役割を果たすよ うになった。 し

かし講和後の日米間の折衝で，援助返済についての

協議がまとまり ，見返資金運用による利殖によって返

済する方式をとるこ とになって， 37年度 79億0，500万

円を初年度として，以降各年度158億1，000万円の米国

対日援助債務処理費が，財政投融資に関する支出とは

別に， 産投会計の歳出に計上された。

2 投融資対象の変容

講和発効後の財政投融資は，それ以前に統いて法幹

産業の育成としづ性格が残っていたが，1兆円予ftl:の

時期を経て，漸次中小企業，住宅，段林漁業等へ重点を

移していった。そ してこの方向は，急速な経済成長に

伴う政府の役割の増大に応じてますます助長された。

方，低利資金供給の必要な領域がこれとともに増

した。資金孟としては比較的低利の資金運用部資金が

大きな割合を占めていたが，特に低利を求める輪山振

興，住宅，農林漁業等は，なるべく多くの資金を産業

投資会計の資金に期待した。これに対して，重要産業，

道路，鉄道建設等については多額の長期の資金供給が

望まれ，それが圏内公募債(政府保証債〉あるいは外債

発行による資金調達の道を広げていった。こ とに36年

以降にこの傾向が強ま っているO

公団 住 宅

投融資運用計画は，35年度まで、は民間への資金供給，

政府事業建設投資，地方債に三大別され，産業助成，

公企業投資，地方財政問題としヴ 講和以来の政策体制

が示されていたが，中小企業， 農林漁業，住宅等の金融

機関への資金供給増加に加えて，公団，事業聞による直

接の政府監督下の機関活動の増加に応 じて，37年度以

降は，民間への資金供給を公庫等，公団等，特殊会社等

に3区分し，政府事業建設投資を特別会計と公社に2

分して，それぞれの資金運用の性格を明らかにした。
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公}111等は本来、政府資金を0味合するもので，それは民IlU

資企に依存しえない i~sr"J ， p[~ーを対設としたものであ

たから， J ~lnJù金の羽入にはも1紙的でなかったが，公

営企業金融公印と北i/u辺氏北|泊先公}，I，:にだけ認められ

た公JlIWU)~ ， 39均三からは'1，小公Jdlにも11-，げらhた。また

IJH発銀行の資金調述についても，外山によるよ位が作

れた。もともと投融資の以本t拠地ーが政策的な資金供給

lこあったので，公T!t等にMする)lli川j資金iii;は， 33:t:J三度か

40年度までのn¥]に最も大きくなって，33年度に約

1，500 低1'1であったものが， 40年度に 6，760億円と4.5

倍以上になったo 財政投融資増大の最大型|却はこの公

庫等の迎用資金明大にあったが，村:に!卜冷却， 'I~I 小公Jll1 ，

良林公邸への資金迎月3 Jtí大が 日 立った。 ftìH文会，H ~む12:

を設置して租税収入の一部をそれに繰り入れたのは，

輸出振興，住宅，t:k林漁栄ーの資金確保のため といって

もよく，中小公庫の仙券発行が始められたのは，供給

資金記;の増大確保のためであって，それは住宅， 山林

漁業等の低利資金でなければその 目的が達 し何られな

いものとの性格の差を示すものであった。

公団，卒業団等のl没立は， 30年代の政府の下作業活動

増大の一つの方式で、あった。愛知川ノJ(公団のようなイ1，~l

別的性格のものもあったが，当初は住宅とかj首路とか

の， 一般的な課題が公団設ぽの法本にあった。その活

動は経済成長に対応してますます助長され，公団等へ

の資金供出合増の中心的地位を占めたが，特に道路lliH越

がこのJUJI1月の中心諜;起となって， 35年度には首都市述

首都 高 速 道路
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についての中問答申を. 10月6Fiには社会保障制度審ては古くからその地方還元運用が問題となっていたが，億円〉(単位財政投融資運用計画推移(年度当初〉第8-6衰

議会が社会保障関係の積立金運用について答申を出し

た。資金運用審議会は，積立金を資金運用部資金に繰

国民年金制度(拠出)が採厚生年金積立金が増加し，
40 39 38 37 36 35 34 

度年

分区
用されるにあたって，それらの資金運用についてのあ

り入れて財政投融資に運用する線を守り，国民年金審り方が検討され， 35年秋にはこれらの資金に関係のあ

議会は，積立金を資金運用部資金から分離して自主連る各審議会から答申が出された。資金運用はその答申

用する方針を認め，社会保障制度審議会は両者の折衷の方向で進められることになって， 36年度以降の財政

案という形となった。しかし，資金運用審議会の建議投融資計画にひとつの性格と原理とを与えた。

でも厚生年金，拠出嗣j国民年金の一部を還元融資するド郵便貯金，厚生年金積立金等の運用については，

ことを認め，国民年金審議会の中問答申も，資金運用ッジ・ライン以来の政府資金統一運用の方向で、資金運

審議会の機構が預託者の意向を反映していないことに用部が設置され，運用一元化が財政投融資計画の基本

よる分離運用の主張でもあった。社会保障制度審議会の意図であったが，その当初から，簡保資金の運用に

、
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の答申では，積立金の低利運用に疑問を提示し，有利ついては分離の運動が強く，講和後は条件付の自主運

な運用によって保険料の引下げ，年金額の引上げを図用が始まった。これに続いて年金積立金についても，

るべきであるとしていたo このような期待は，運用に厚生省から還元融資の意図で，その自主運用の案が大、h
h
t
l￥
A
y
h司
き

亀

4 ついての問題とともに原資調達の問題でもあり，郵便蔵省、に提示されていたが，統一運用の基本線を守る方

貯金等のコストを要する原資以外の資金調達の見通し針を明示しつつ， 35年に大蔵省は資金運用審議会等に，

と密接に結びついていた。一方では一般会計からの資これらの運用基準についての意見を求めた。 9月14日

金繰入れと公募資金獲得が図られ，他方では，輸銀，

い，特に欧州諸国の自由化の歩みを追って，自由化実

'・
， 

" 

民間への資金供給 2，546 3，338 3，634 一 一 一 一

~ 、 庫 等 1，498 2，085 2，224 2，828 3，780 4， 543 5，416 6，760 

内〉輸 出 入 銀 行 80 360 360 570 810 810 937 1，209 

開 発 銀 行 315 450 430 470 570 876 881 1，105 

住宅金融公庫 273 330 360 400 490 595 7∞ 850 

医療金融公庫 一 一 10 20 59 72 85 140 

国民金融公庫 235 2印 290 375 465 565 694 868 

中小企業金融公庫 275 275 315 425 5卯 668 833 1，043 

農林漁業金融公庫 195 285 328 405 443 572 755 929 

公営事業金融公庫 5 5 3 3 193 ヲω 281 341 

北海道東北開発公庫 110 120 110 140 160 185 250 275 

ふ，品、、- 団 等 614 725 855 1，082 1，372 2，231 2，674 3，246 

内〉住 宅 ~ι;'\. 泊、 団 312 352 354 435 539 672 774 944 

道 路 F品入入 団 127 149 171 220 330 624 732 831 

帝都高速度交通営団 30 35 55 85 100 120 150 130 

愛知用水公団 50 81 60 49 13 18 29 42 

首都高速道路公団 一 一 82 130 1印 288 277 2ω 

阪神高速道路公団 一 一 一 10 57 108 180 

年金福祉事業団 一 一 一 一 1日 2∞ 266 370 

特殊会社等 434 5沼 555 527 470 470 536 530 

内〉電源開発会社 344 400 435 410 327 304 319 287 

商 エ 中 五点Z 30 32 30 40 70 ぬ 90 134 

政府事業建設投資 449 760 847 一 一 一 一 一

特別会計 129 205 97 120 127 160 205 267 

1} 社 320 555 750 815 8回 1，238 1，5:沼 1.822 

内)国 有 鉄 道 285 ぬ5 690 765 8∞ 1，098 1.330 1，6∞ 
地方債等 1，000 1.100 1，460 1，920 1，989 2，455 3.043 3，563 

i口L 計 8蹴 1111，097 113，402 116 

住宅，農林漁業関係の金利引上げが検討された。

金融政策の積極化と金融制度の再検討

には資金運用審議会が「資金運用部資金の運用に関す

る建議」を，同16日には国民年金審議会が積立金運用

第 5節

金融政策の推移
現にふみきった経済政策の方向のなかで，現実的に打

聞きれなければならなかった。それらの国内金融問題

この節で個々の問題を取りの一部は後節にゆずるが，

経済の自立から成長発展を目ざして活発に活動し，

さらに世界経済との交流を深めて，自由化へと動いた

30年代の経済の過程で，予算，税制，財政投融資とと 上げる前に，金融事情と金融政策の推移の大筋を概観

日銀の公定歩合

政策の推移にみることができるo 30年8月に公定歩合

公定歩合操作が金融調整の中心政策となったo欧州共

同市場 (EEC)の発足，欧州各国の通貨交換性の回復

が実施された33年末には，わが圏経済もいわゆるなベ

底景気から脱して，ょうやく景気上昇への明るさを示

を一挙に4庫引き上げ，高率適用を縮小してからは，

しておこう。

金融調整政策の流れの基本動向は，
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もに，園内，国際金融政策は多くの課題をかかえてい

して公社債市場の育成，証券市場の拡充が重要性を増

化，合理化とともに，

しそれとともに，長短期資金需要に応じてきた金融

機関を介しての金融政策は，それら機関の運営のE常

より活発化が求められたo金融

の正常化は，間接金融方式といわれる金融体制から生

じたオーパー・ローン，高金利の是正という課題を負

たo 園内金融の問題としては，長期資金の供給手段と

より強力な対策が国有鉄道の建設資金供給の増加にみ

た。それは経済成長に伴う不可避の対策でもあり，課

ったのが国民生活の安定であり，特にそれは財政投融

これらの各部門で、の資金量増加に端的に示され

られた。経済成長が輸送力の増強をいかに強く求めた

しかし，そのほかにこの成長過程で問題が大きくな

資の原資との関連で取り上げられた。郵便貯金につい

題でもあった。

カミカ~，

290 

道路公団， 37年度には阪神高速道路公団がM設立され，

それらの活動が急速に増加した。道路対策は，その整

備計画の拡充とともに，税制，財政投融資計画に明確

公団等の資金増加の中心的課題となった道路建設は，

速度実通営聞に対する資金供給と，地方債発行による

各地域の地下鉄道建設の促進にもその一端を示したが，

経済成長に対応した交通対策であった。それは帝都高

な位置を占めたo
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日銀は公定歩合を 1座引き上げて，景気月22日には，推進する方針を固め，証券会社の支払準備の強化，金融7月には買オベレーション実施の方徐々に転換して，しはじめていた時期であり，金利体系の是正，社債市

に注意、信号を掲げた。景気の方向としてのこの態度を依存脱却の方向で‘検討を進めた。これら一連の諸対策

示すとともに，財政の季節的収支調整策として買オベ3月29日に日本銀行政策委員会に提出さのまとめが，

レーション政策の実施を決めた。設備投資 1割削減のれた金利調整審議会の招集発議(市中預金金利引下げに

申し合わせ，公定歩合1厘引上げ程度では，投資動向の関する〉であった。

抑制は十分の効果をみせず，国際収支の先行きの不安36年 4月1日から市中銀行預金金利の引下げ，郵便

9月29日には公定歩合はさらに 1庫引きが強まって，輿貯金利子の引下げ(通常貯金，年3.96%から3.6%へ)，

上げられ，あわせて預金単備率の引上げも決まり，高銀，長期信用銀行の貸出利率引下げ〈年9.125%から8.7

率適用も強化されるという強い措置がとられた。この低金利政策は本格的なスタ%へ〉が一斉に実施され，

金融対策に対応して，財政面では約5∞億円の支払繰4月債から電力債はートをきった。社債についても，

延べが決まり，財政投融資においては，引締めに伴う7.5%から7.3%に下がり，発行価格98.5円を99.5円に

中小企業への過度の圧迫を考慮した中小金融対策が準引き上げて利回りで 0.423%下げた。この低金利への

備された。方向を体系づけるために，大蔵省内では買オベレーシ

この時期の金融問題として，証券問題にふれておこコールの引下げも実施するョン等で資金をゆるめて，

う。 10月2日には証券第二市場が開かれたが， 35年か

7月の!日ダら36年にかけて活況を示した証券市場が，

ことが検討された。

35年秋以来の低金利への動きが，企業の投資意欲を

助長して，金融機関の新規設備資金貸出しは増勢に転

ず
す

L
6
1
g減
、
ι

これまでの貸出政策中心の方策に新しい針が決まり，場の育成，オーパー・ロー γの解消等の金融正常化へ

手段が加えられた。一方，大蔵省でも財政収支の季節

調整の一手段として，資金運用部資金による買オベレ

の好機と解されて， 33年 6月，公定歩合が引き下げら

れ，引締めが解除されてから 3度目の引下げが34年 2

ーションについて検討が進められた。大蔵省は低金利
月に行なわれ(公定歩合は，30年8月の 2銭を下回って 1銭

政策の浸透を図って，新聞，雑誌等を通じて低金利実山際日銀総裁もこれを企業の体質改善9厘となったh

現へのムード作りを進め，低金利が経済の地固めとな
に役立てようとの意図を示した。

る望ましい条件であることのPRに努めた。しかし，この日銀の意向にあわせて，大蔵省も34年 3月には

自由化対策としての金融政策については，大蔵省と日
金融正常化への政策態度を示して，預貸率改善，資本

銀との聞に多少のくい違いがあったd すでに日本銀行構成の是正，経常収支内容向上の銀行局長通達を出し，

法の改正の検討で歩調がそろわず，自由化に対しても，6月の全国銀行大会で，岸首相は金融正常化の推進を

日銀は金利体系大蔵省が低金利に主眼をおいたのに，望んf.!.o正常化についてはオーバー・ロヶンの是正，

の是正を主張した。 7月の内閣更迭で池田内閣が実現金利の正常化，金融分野の明確化と企業の資本構成是

すると，池田首相は高金利是正を新政策の一つに取りの3点を示して金融政策の基本を説明し正への寄与，

8月に公定歩

合を 1厘引き下げ了こ。

この新政策実施の方向に従って，大蔵省では預金金

日銀も経済情勢の安定を理由に，上げ，た。その期待の背後には景気の過熱への警戒があった

コーノレ市場がゆるまない状態が続いたあのであるが，

ウ平均1，829.74を頂上に下降に転じ，金融引締めによ日銀の窓口とで，夏を過ぎると資金需要が増大して，

って急落の姿勢をみせたので，株式市場は不振に陥っ日銀の窓口指導による調整は困難となった。 3月じ，利の引下げを目標に，買オベレーションによる資金供9月11日に準備預金制度が発動さ指導も限界に達し，

たo 大蔵省は証券政策の転換を図り，政策の後退とも4月からはもとの水まで盛行であった公社債市場も，

みられる株式投債のわくの撤廃，コール運用の緩和，

公社債買オベ等が検討された。日銀も株価対策に乗り

準に復して，企業の資金需要は金融機関貸出しに集中

したo このような需要増加はある程度予想されており，

日本証券金融を通じて公社債担保に5∞億円出して，その調整のために金融機関資金審議会の機能が期待さ

の融資にふみきった。れたが，たまたま問機関の存続期間が3月いっぱいで

引締政策下にも買オベレ}シ g ンの実施が決められ切れ，新しい組織の承認の立法が遅れたために，投資に

るほどに財政の資金吸上げは大きく，年末にかけての対する意見調整が進まず，大蔵・日銀・市銀の間で各

給を図り，長期金利の引下げ，外資導入促進をも検討
れた。 9月末の伊勢湾台風による被害で，各地に復興

の課題とした。駄にはし、って市中銀行側も預金金利引
需要が出，銀行貸出しが増勢に転じたため， 12月には

日銀も買オベレーショ γの制度化下げの検討を始め，公定歩合が 1厘引き上げられた。山際総いるとすぐ，

の検討を進め，山際総裁は金利引下げの方向にあるこ
裁は，景気過熱に対する予防措置であると説明した。

とを表明し，銀行の自主的引下げを歓迎するなど，低
その後景気過熱の気配もなく， 35年にはいってからは

金利へのムード作りが進められた。 36年にはし、ると，
国際収支も好調であった。

1月に公社債投資信託が発足したこともあって，公社
35年は自由化の年ともいわれて，自由化への政策の

資金対策のーっとして，大蔵省では国躍余裕金を資金行の共同責任による設備投資1割削減の話合いがつい1月には異例の大量追加債市場は空前の活況を呈し，方向が確認された。このような政策の方向のなかで，

運用部を通じてコール市場に放出することも検討し，

さらに銀行側からは，金融機関に対する闇庫金預託制

たのは 7月5日であり，すでに設備投資は非常な勢い3月にはいずれも 9∞億円2月，で7∞億円に迫り，大蔵省は金融正常化，金利体系是正を政策課題として，

日銀の買オベレ{で進んでいた。このような状況で，をこす記録を残した。
国際水準への金利の引下げに意欲を示したが，その実

日度実施の要請も出た。これらの資金需給の逼迫は，ションも見送りのままになっていたが，市中の金づま35年に続いて， 36年には 1月末に公定歩合がさらに
現は容易でなかった。コールの申合せは最高2銭3厘

銀の勘定に端的に示され，その貸出高は通貨発行高をりも強まり，財政の季節的資金収支の波も犬きく，買1厘引き下げられて l銭8厘となったが，引下げが既
であったが，月越無条件ものでは3銭5庫のやみ金利

上回るに至った。

このような強い資金づまりで36年は暮れたが， 37年

オベレーショシ実施は時間の問題であったo 6月の全定のコースであったとの理解で，スケジュール引下げ
がつくほどであり，長期金利についても借換えの時期

にはいると，景気情勢に対して一部では明るい見通し

も立ち，景気抑制緩和をも含めて長期資金調達市場の

清成が株価対策とからめて取り上げられた。金融対策

国銀行大会では，水田蔵相は金利引下げへの基本方針・

を示し，金融正常化の努力を求め，山際日銀総裁は健

全金融主義を説き，このような基本態勢のなかで，特

との世間の批評も出た。預金金利引下げの眼目であっ

た郵便貯金の利下げも，それに先んじて決まったが，そ

れよりも先に1月23日には，全国銀行協会の理事会で

預金金利の 1庫下げが決められた。この利下げを長期

の長期国債について，利回り 1%の利上の6.32%の主

張も出る実勢であった。それでも自由化のためには金

利の引下げが必要であることは一般に承認され， 6月

に金融政策の弾力的運営を強調した。
の全国銀行大会の議論は自由化に集まって，金子会長

に証券の問題が密接に結びっくようになり，銀行界と

証券界の調整が重要な課題となった。このために4月

2伺

投資の盛行に伴う輸入の増大が国際収支の均衡を失

7 わせ，外貨準備減少への可能性を強めたことから，

金利についても実施する準備が進められた。大蔵省で

この機会に社債流通市場の整備等の証券行政をもは，
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日銀の金融政策も

も金利低下努力の意図を示した。

ζのような政策の方向のなかで，
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には大蔵次官がその仲介にたつなど，引締政策転換後

の金融体制の複雑さを示した。証券対策の詳細は後節

にゆずるが，このころの景気見通しについては，政府内

部にも意見の対立があり，政策推進の困難を示した。

水田蔵相と藤山企画庁長官との間での景気対策につい

ての見解の相違であって，水田蔵相が引締政策の効果

を信じて結果をみようとしたのに対して，藤山長官は

政策の効果が期待ほどでなL、から，引締政策をさらに

強化すべきだと主張した。

この両見解の調整で政府統一見解がまとめられたと

きに，経済政策運営のための最高経済会議の設置が決

まり， 6月6日には最高金融会議が開かれた。この会

議には蔵相， 日銀総裁，金融・証券各界首脳が出席し，

政府統一見解に示され土設備投資の抑制，輸出の振興，

消費の抑制，貯蓄の増強などの方向への協力を確認し，

特に当面の金融問題として，投資調整，中小企業金融，

コール異常高，特利や歩積み両建て，含み貸出し，系

列金融等が取り上げられ， このような意見調整を随時

行なうことになった。歩積みや両建ては，いわば一つ

の金融慣行でもあり，当事者相互の利益問題であった

が，特利は金づまりのなかで生じた特異事件で，官庁

の共済組合等の資金に対して高い金利がついたもので，

「虎の門相場」ということばまで、出た。大蔵省では官

庁内部の問題でもあることを重視し，銀行の協力を求

めて，その解消に努めた。

国際収支の回復は37年の秋を待たず、に実現した。す

でに大蔵省では圏庫余裕金を積極的に活用して，民間

金融調整，不況金融対策を進める意向を示していたが，

10月27日には公定歩合の 1厘引下げ.11月からの準備

率引下げ，高率適用の緩和が決まり， 日銀は窓口査定

を漸廃して，間接指導に重点を移す方向の検討を進め

た。それは通貨供給にオベレーションを積極的に活用

することであり，金利引下げへの誘導と金利自由化の

検討であり，いわゆる新金融調整方式の展開であっ

たO また金融引締めの過程で異常に膨脹した企業間信

用の是正も，重要な政策課題となった。 11月27日に10

月に続いて，公定歩合は1麗引下げで1銭 8厘となり，
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36年7月以前の水準に復したが，政府は企業の国際競

争力強化のための第3次引下げの意図をにおわせた。

36年の異常な投資盛行，国際収支の悪化で，低金利

政策はー頓挫したが，公定歩合の再引下げによっても

産業界の投資鎮静状況に大きな変化がみられなかった

こともあって， IMF8条国移行決定に歩調をあわせ

て，政府は金利の引下げに努力する態度を強めた。 38

年3月には，蔵相は金融各界首脳を招いて，首相同席

で金融懇談会を開き，金融正常化，公社債市場の育成，

金利引下げ， 新産業体制確立等について協力を求め

た。この懇談会の成果として，相互銀行と信用金庫の

一部が準備預金制度のわく内に加えられた。この金融

界の協力の期待のもとに， 3月20日と 4月20日とに公

定歩合はさらに 1厘ずつ引き下げられ，商業手形割引

歩合は 1銭6厘となった。この低金利への動きは新し

い公社債市場育成への好機で、もあり， またコール正常

化への好機でもあったo 日銀は 5月にはいって.窓口

規制の全面的廃止の意向を各銀行に伝えた。このよう

な動きのなかで. 5月9日には金融制度調査会からオ

ーノミー・ローン是正についての答申が提出された。こ

のような金融政策の動きに対応して証券対策も意欲的

に進められ，証券取引審議会は活発に聞かれ，大蔵省

は証券業者の健全経営への指導に強い態度をとった。

また証券団体協議会も発足したO

金融政策，証券対策の新しい動きも， 38年夏ごろか

ら少しずつ修正されはじめた。国際収支の先行きにつ

いての不安が日銀の態度を硬化きせて， 8月末には，

5月に廃止した窓口規制に代わる窓口指導をきびしく

して，警戒中立的姿勢をとり .11月には，それまで約

1年続けた新金融調節方式の再検討の態度に変わり，

12月には，預金準備率の引上げ‘を実施した。このよう

-な警戒態度への転換は，証券市場で不安材料として強

く作用したので，政府は株価対策に積極的に動いたo

まず7月24日の第2回金融懇談会で，田中蔵相は株価

安定を強く要望し，大蔵省は株式担保金融実施に踏み

出した。

39年にはいって，株価対策は日本共同証券の設立で，
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さらに一歩進められたが，それはまた金融政策の強化

の必要を示すものでもあった。預金準備率引上げ後の

対策については，政府は消極的態度で、あった。 3月18

日に日銀は公定歩合2厘引上げを決め，山際総裁は 1

年間は公定歩合引下げはしないと，引締めへの強い意

向を示して，低金利政策の一時中断とはいえない強い

態度をとった。これに対して，低金利政策の姿勢は変

えないと主張していた蔵相も， 7月には，当分引締め

の緩和はしないとし、う態度に転じた。

2 金融制度の検討

国際収支の状況による金融政策の転換を経ながらも，

通貨政策，金利政策は少しずつ変わって自由化の方向

に動き，金融界の協調体制も少しずつ囲められていっ

たが，このような動きの間にあって，金融制度，その

運用についての審議，調整が進められた。それを金融

制度調査会と金融機関資金審議会の動きでみることに

しよう。

金融制度調査会は，その発足から調査項目を定めて，

最大の課題の中央銀行制度に取り組んだが，制度の焦

点とみられた政府と日銀との関係について明確な結論

を求めることができなかったo しかし，この審議によ

って，金融政策のあり方については多くの成果を残し，

ことに政府と日銀とは常に協議し，意思を通じて政策

にあたらなければならないことが確認された。調査会

は続いて，外国為替銀行法改正について審議し， 36年

6月からは金融正常化問題に取り組んだ。

金融正常化についての議題としては通貨供給，金融

調整，金利体系，金融機関経営，長短期金融市場，そ

の他の 6項目が選ぼれたが，常設調査企車部会で都市

銀行のオ{バー・ロ{ン問題から検討をはじめた。 2

年に近い審議によって， 38年5月にオーバー・ロー γ

についての答申が提出されたが， 4月初めに企画部会

でまとめた是正への総合施策では，オーパー・ローン

によって経済成長を支えることには強い反省が求めら
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れたが，これまでの成長において果たした役割を承認

し，さらにオーバー・ローンが不可避であったことも

認めた。将来に向かつて基本的な考え方としては，パ

ランスのとれた経済成長を目ざして，漸次オーパー・

ローンを解消することとしそのためには金融政策，

金利政策，資本市場，都市銀行の経営，企業経営につ

いての配慮が必要であり，その実施のために，経済各

界の合理的感覚の浸透，協調体制等が必要であること

が指摘された。この原案に対する各界の注文は付記と

して補足されたが，そこでは財政，金融，税制全般に

わたる総合的施策，特に企業の自己資本充実の必要が

強調された。

オ{パー・ローンの問題は，企業の旺盛な投資需要

に基づく問題であり，それに対する具体的調整が金融

機関の資金供給調整であり，それが景気調整，成長経

済調整の要でもあったから，金融機関資金審議会の動

きは，この成長期には特に重要であった。審議会の発

足は31年2月の閣議決定によっていたが，臨時行政審

議会の行政改革に関する答申によって，閣議決定によ

る審議会の廃止が決まり， 34年からは大蔵省設置法に

よる審議会として再発足し， 36年3月までの存置が認

められていた。審議会設置以来， その機能が特に期待

されることもなく，順調な情勢が続いたあとで，最も

その活動が期待された36年は，同審議会続置の法案審

議が進まず，審議会の活動が4月以降11月まで中絶し

~~ ，、」。

36年に年初に社債プームがあり，公定歩合の引下げ

があり， 4月には預金金利，長期金利。引下げがあっ

て，金融機関の動向が特に注意きれなければならない

時期であった。審議会の機能に代わる協議が大蔵省と

日銀，市銀で行なわれ，設備投資 1割削減の方針が決

められたが，実効の乏しいものであった。この教訓か

ら，守 38年5月には同審議会は常設の機関に切り替えら

れた。
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第 6節証券政策の積極展開

証券問題は経済の急成長とともに表面化し，大蔵省

もこれに応じて積極的に証券政策に取り組んだo34年

以降の証券行政は，それまでとは大きく異なった性格

のものとなったといえよう。また金融の諸対策は証券

対策を除外しては進められなくなったのがこの時期の

特色であったo まずその発端が34年4月の証券の 2課

制と専任財務調査官の配備であり， 37年5月に証券部

制を布き， 39年6月には証券局に拡充して組織を 5課

制としたことにみられる。

34年の 2課制実施による組織整備をパックにして，

証券行政を外に向けて積極的に進める手始めとして，

30年5月以来聞かれていなかった証券取引審議会を再

開し，その諮問案に「増資の促進Jと「社債市場の育

成jとを取り上げた。この問題は証券政策の基本課題

であり，安定した資金調達による堅実な企業経営の推

進は，安定した経済成長の基本条件で、あった。当面の

課題としては， 31年4月再開以来の債券市場の不振に

対する問題があったが，この点については株式市況の

好調にも刺激されて，漸次，取引が増大傾向を示して

いたので，緊急の問題ではなくなっていた。それより

も証券会社のあり方に対して監督，瞥告をして，堅実

な経営を進めることが主題であった。外に向かつての

活動も証券会社に対して投資者の信頼を得る努力を

すること，証拳市場を投機市場から投資市場へ誘導す

る基本政策の域を出なかったO それでも34年度中の証

券の動きは，ブームと評しでもよい目ざましさで，増

資，株価，取引量..いずれも著しく伸び，特に年度後

半に目立った。この過度ともいえる伸張に対して， 10

月末から大蔵省は信用取引に対する第5次規制を実施

して，委託保証金率を60%から70%に引き上げ，代用

証券担保掛目を65%から50%に引き下げるなどの対策

を講じたが， 12月の公定歩合引上げ後の株価の状況に

即して， 35年2月には保証金率を元に戻し，担保掛目

を引き上げ，また証券金融会社の貸借担保金率を引き

下げた。

34年11月に証券取引審議会は「社債市場育成のため

の当面の問題について」中間的な意見をまとめ，社債

の消化促進，社債の流通促進，社債の発行の3点で問

題を打ち出した。次いで， 35年6月には「増資の促進

について」意見をまとめて報告をしたが，その内容は，

なぜ、増資が必要か，企業自身の努力，政府金融機関，

証券業者の協力，増進促進措置，税制の改正の6項目

に及び，増資問題の関連の広きと，それが証券対策の

基本課題であることを明らかにした。

35年にはいってからの証券市場の特色は公社債取引

の増大であった。公定歩合引上げ以後の経済の安定的

拡大によって公社債の発行が増加したが，機械設備の

設定わくが公社債組入分を別わくとしたこともあって，

信託財産への公社債組入比率の上昇がみられ，新内閣

の低金利政策の強調，日銀の政府保証債買オベレーシ

ョγ実施等が公社債投資への誘因となったo これを決

定づけたのが，強力な低金利政策への行政指導であっ

た。このために36年4月1日の預金金利，長期金利引

下げ等を前にして， 1月から 3月までの起債の急増と

なり， 2，3月には 1.∞o億円に近い起債となった。

35年はまた投資信託の証券会社からの分離の年でも

あった。証券会社の営む業務と信託財産の運用とは，

利害が相反する場合もあるので，投資者保護の観点か

らこれを分離することとなり， 34年中ごろから準備が

進められたが，34年12月には，大手4社から投資信託部

門が分離して，独立の投資信託委託会社が作られた。

また続いて，投資信託の受益証券を専門に販売する証

券投資信託販売会社が4社設立され，販売面からの投

資信託の改善を図ることを目ざした。さらに，大蔵省

はこの機会に投資信託の全面的改革を検討して，投資

信託の基礎固めを図った。
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証券取引審議会の取り組んだ問題は流通市場対策で

あり，その問題点は，取引所取引のあり方，庖頭取引

制度の改善，信用取引制度の改善，証券業者の職能分

離と健全化，投資機関としての投資信託等であって，

投資信託を健全な機関投資家として育成することは，

証券市場の健全化にとっても重要な課題であり，証券

会社の支払能力の強化もその一環であった。

36年1月に大蔵省は公社債投資信託業務を認可した

が，同業務が発足してから大蔵省が警戒したのは，そ

の異常な活況に対してであり， 4月に始まる低金利の

実施が，それに対する反動として，投資信託の基礎を

危うくするおそれがあり，それは証券会社の経営を圧

迫し，35年以来検討を続け，指導してきた証券政策の方

向に逆行する結果となるからであった。すでに， 3月

までに証券会社の過当競争ともみられるコール依存が

目立ち，大手4社の資金繰りが極度に悪化する事態も

生じた。 4月にはいってから低金利の実施もあり，大

蔵省は行政指導を強化して，各証券会社に計画書の提

出，コール依存の低減，手持証券の縮減等を求めた。

しかし，この指導の効果よりも早く不利な条件が出

はじめた。企業の投資意欲の急増は，一面では収益力

の増犬として株価の引上げの材料であったが，他面で

は資金不足からコールの上昇となり，さらに国際収支

への不安が重なって，株式市場の荒れが見えはじめた。

36年度の投資水準は，それまでの水準をはるかに越え

る高きであったから，資金需給は極度に逼迫した。そ

して7月に公定歩合が引き上げられると，その月の!日

ダウ平均1，829. 74を最高に株価は下降に転じ， 9月の

公定歩合再引上げがこの下降を促し 9月に1，5∞を

割り， 10月にはいって 1.4∞を割るに至って，証券対

策は公社債市場の育成よりも，当面の株式市場対策に

回らざるを得なくなった。

かくて，大蔵省は10月下旬には株式市場対策として

株式投資信託のわくを撤廃し， コーノレ運用を対閣に緩

和し，また公社債買オベレーションをも考慮して，金

融引締政策の範囲内で、の市場対策を図ったo さらに11

月末には日銀も日本証券金融会社〈日証金〉に特別融通

箆渇
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して，同社の社債担保金融拡大の方針を決めるなど，

市場対策はきわめて重要視されるに至った。このよう

な株価の下落が公社積投資信託に不利な材料であるこ

とはL、うまでもなく，金融引締め後には買取請求が続

出し，新規設定の不振と重なって，証券会社の資金繰

りを庄迫して株価下落を助長したo

このような株式市場対策は，それとしての重要性が

あったが，それにあわせて，長期資金調達市場として

の証券市場の機能の維持育成も配慮しなければならな

かった。その一つは公社債の流動化であるが，資金づ

まりがこれを阻害していたので，一部は証券会社手持

ちの証券に対する日銀の買オベレーションに期待し，

一部は日証金による証券会社手持ちの公社債担保金融

にたより，一部は市中銀行の協調融資方式で担保金融

にたよるなどの手段の検討が進められた。日銀による

買オベレーショシは， 37年にはいってからの株価の反

騰もあって取り止めとなったが，この反騰に対しては

大蔵省も警戒の態度をとったo 大蔵省は公社債市場の

不振の打開，公社債流動化対策に強い意欲を示し.37年

3月には証券取引審議会にこれらの具体案として，日

証金による公社債担保金融の制度化，公社債買上げ会

社の新設等を提示した。しかし，この方策については

日銀が消極的であったこともあって，審議会でも結論

は出なかったo さらにこの問題では，銀行側と証券会

社側との利害の対立もあって，その調整の困難があっ

たが，再度証券取引審議会で検討した案で，公社債の

流動化の努力が進められることになった。すなわち，

証券会社保有の公社債を対象に，市中銀行の協調融資

による担保金融を制度化することであり，日銀も間接

的に市中銀行に資金を供給することが配慮された。こ

の方針実現のために， 4月には大蔵次官立会いで，全

国銀行協会長と証券投資信託協会長の問で公社債投信

運営改善の申合せができて，ょうやく対策が軌道に乗

った。この協調の方向は6月6日に最高金融会識でさ

らに留められた。

銀行側からの証券会社への融資は徐々に進められ，

棒価低落組止の一助ともなったが，その効果が十分に

溜1
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得られないと判断して， 10月に大蔵省は日証金融資の

わくの拡大を決めた。 11月にはいると，銀行と証券の

首脳の話合いがまとまって，証券会社保有の政府保証

債の買取りが決まり，生命保険会社による証券の買上

げも行なわれた。

37年10月の公定歩合引下げで金融政策の方向転換が

決まったが，同時に証券対策も新しい段階にはいったO

引締め以前の公社債市場育成への姿勢を取り戻す方向

に動いた。証券取引審議会は，ききに6月には証券投

資信託のあり方について意見をまとめ，その健全貯蓄

手段としての育成，募集面に対する大蔵省の規制の必

要，投資信託を証券会社から分離することの必要等を

提示していた。 38年3月には証券局は公社債市場育成

の新方針を審議会にはかったが，新提案では，これま

での方策では実現困難であった長短期金利の不均衡に

ついての考慮が加えられた。さらに5月には，審議会

の中に特別小委員会を作って証券界のあり方の再検討

を始め，また公社債発行条件の自由化についての検討

のための基礎調査を始めた。審議会は6月に公社債市

場正常化のための当面の問題について意見をまとめた

が，その中で，発行条件の自由化を時期尚早としながら，

公社債流通売買市場形成の手がかりとして，証券金融

会社を通じる公社債引受金融の実施の必要を示した。

このような審議会の検討にあわせて，証券局は証券

会社の経営の安定を期して， 5月には最低資本引上げ

の可否を審議会にはかり，また7月には証券会社の財

務管理について通達を出して，負債比率の規制などで

健全経営についての強い態度を示したo

このような審議会や大蔵省の積極的意図は，それな

りの環境を前提としていた。 38年にはいってから， 3 

月と 4月に続いて公定歩合が引き下げられて30年8月

以来の最低の 1銭6庫となり，コールも 4月には 6年

半ぶりの低水準に下がって，長短期金利のパランスも

とれるようになり，政府の証券対策に批判的であった

日銀も，公社債市場育成のための資金供給に応じる態

度をとりはじめた。また5月には証券団体協議会が発

足して，証券界の意見調整が進められることになり，
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その第1回会合で公社債引受機構，公社債発行条件，

国債発行の市場的意義等について意見を交換した。 7

月にはし、ると，日銀は日証金を通じる社債引受金融を

始める方針を決めた。

このように， 38年にはいってからの金融環境の好転

に乗って，証券対策は漸進していたが， 7月の金融繁

忙期にはいって，その歩調が停滞していたところに，

ケネディ・アメリカ大統領の国際収支特別教書による

ドル防衛政策の発表があって，株式不安が高まり， 20 

日には旧ダ、ウ平均が 1，400台を割ったので，大蔵省は

再度市場対策を行なわざるをえなくなった。 7月24日

の第2回金融懇談会でも，田中蔵相は株価低落に対す

る各界の協力を求めた。すでに23日には，大蔵省は生

命保険業界に協力を求めて，株式市場へのテコ入れを

実施し，月末には公社債担保金融の斡旋をした。

国際収支の先ゆき不安が続いて，これらの対策も不

徹底であったが，株価不安に対して，証券界と金融界

の意見が安定のための機関設立にまとまり， 39年には

いって日本共同証券が設立された。日本共同証券の資

本は，当初市中銀行12行と長期信用銀行2行，それに

大手4証券会社の共同出資25億円の払込みによったが，

その設置によって株価不安に弾力的に買出動ができる

体制が作られた。

38年5月に証券取引審議会の中に設けられた特別小

委員会は，証券界のあり方の検討を中心に審議を進め

ていたが，そのなかで投資者保護のための証券業界の

体質改善について，39年2月に中間的結論をまとめた。

35年の株式ブーム，投資信託の急増等の間にあって，

証券界の過度の信用設定は各方面から批判され，それ

が36年後半の株価下落，公社債市場の退潮の因ともな

っていたので，証券業者の体質改善の問題は証券政策

の基本課題であった。この中間報告では，証券会社の

登録制から免許制への切り替え，外務員に対する監督

強化と賠償責任の明確化，苦情処理機関の設定など，

業界の長年の問題に対して，大蔵省の監督強化の方向

を明確に打ち出した。

本来証券問題についての信用の基礎は業界自身が作

るべきものであるとの態度を大蔵省はとっていたが，

証券についての事故がなかなか減らないこともあっ

て，業界信用回復について監督強化の方向をとらざる

をえなくなり，審議会もその意向に応じた意見をまと

めたのであった。この業界の信用回復については， 4 

月の全国証券業大会において，田中蔵相も投資者の信

頼を得ることを強調した。
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業界体質改善のほかに，大蔵省は資本市場育成の一

環として，誕券市場の育成のための機構合理化を検討

したo その具体的な事項は，プロ{カーとディーラー

の職能の純化， I証券取引所の改革等で，取引所改革で

は理事長権限の強化，理事会における公益代表理事の

増加等，その構成を改めることなどにより，中立的，

公共的機関の性格を強める方向が問題であった。

第 7節 貿易および為替自由化の促進と為替行政の変容

講和の実現とともに国際通貨機構に加入したことは，

わが国が国際経済社会に正式に仲間入りしたことであ

ったが，同時にそれは貿易為替の自由化への努力を約

束したことでもあった。それにもかかわらず，講和当

初は経済の自立に主眼がおかれ，国際通貨機構はその

自立の手段に期待されることが多く，自由化の達成は

違い将来の課題であるかの印象が一般的であったo

しかし，昭和33年1月に欧州共同市場(EEC)が発

足し，同年末，西欧の主要因がそろって通貨の交換性

を回復したことで，西欧諸国の自由化への意図が明確

となったこともあって，日本も早急に自由化実現への

努力を進めることが経済政策の基本課題となり，それ

まで漸進を続けてきた自由化へのプログラムは，積極

的計画に切り替えられた。すでに記した金融政策の推

移は，この自由化への志向の中で進められたものであ

っTこ。

34年から39年にかけての高度成長期は，同時に自由

化への足どりを示す時期でもあり，高度成長による対

外競争力の充実が，自由化を実現させた原動力でもあ

った。貿易為替の自由化は一体的なものではあるが，一

応大蔵省の活動としてとらえることから貿易と為替と

を別個に取り上げ，貿易は関税，圏内産業との関連で，

為替は外貨調整，外資政策との関連でみることにした

い。国際収支という総合的な側面も加えて，はじめに

為替問題を取り上げ，次に関税政策を中心に貿易の自

2鈎

由化にふれることにしたL、。

1 為替問題の展開

自由化が国際分業の促進，貿易の拡大を通じて世界

経済の発展につながることが理解されながら，各国を

自由化実現にふみきらせなかった基本的な理由は，各

国の国際競争力の格差が大きく，自由化による利益以

上に対外経済金融上の負担が増大し，経済の均衡を失

することを危慎したからであった。したがって，わが

国の自由化実現についての考察も，この対外条件につ

いて改善と自信獲得の推移に対応する把撞が必要で、あ

ろう。そこで為替管理の緩和等の政策展開を記す前に，

この期間の外貨事情と対策とを概観して，その動向の

理解に即して，個々の政策課題を取り上げることにし

たし、。

講和後の金融調整策は全く国際収支，外貨準備の推

移に対処したものといってよL、。講和後二度目の国際

収支不安は， 32年春以降の金融引締めと財政支出繰延

べとによってお年にはいると明るさを示し.34年には

いる前に完全に解消して， 33年末の外貨準備は8億

6.1∞万ドルとなった01年間の増加は3億3，71∞万ドル

であったが，33年中に IMFからの1億2.5∞万ドルの

借入金を返済したので，実質増加は4億6，2∞万ドルに

達していた。外貨準備高はその後の経済怠成長問も増

加を続けて.33年度末の9億7，4∞万ドルから逐年13億
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6，1∞万ドル， 19億9，7∞万ドルとなり， 36年4月末に

20億3，500万ドルにまで増加した。

しかし 36年の投資の急増による輸入増加で外貨準

備が一転減少して，9月末には16億1，∞0万ドルになり，

なおも減少の方向をみせた。 35年来の低金利政策によ

る金融正常化で，自由化への準備を進めていた政府に

とって，低金利に逆行する政策をとることは踊鰭され

たが，この外貨準備急減に対処して， 7月と 9月に公

定歩合が引き上げられた。圏内需要抑制策がとられて

も，その効果が現われるまでの関の外貨の継続的な減

少に対処して，政府はアメリカの 3市中銀行と借款交

渉にあたり， 11月に2億ドル 1年間の借入れを果たし，

次にワシントン輸出入銀行から農産物借款l億2，5∞万

ドルを得た。一方， IMFに対してもスタンド・パイ・

クレジットの突渉を進めて， 37年1月には3億0，5∞万

ドルの借入れの予約を得た。

これらの借款成功で，外貨準備は36年10月末までに

15億0，6∞万ドルまで減じたのち，12月までは15億ドル

に近い線にとどまり，その後は輸入抑制効果もあって

漸増傾向を示し，37年6月末には16億ドルを越した。こ

の外貨危機脱出は政府の見通し以上の好結果であり，

引締効果についての政府内の意見が分かれたときも，

いずれも早期に引締策を解除すべしということではな

かった。外貨準備減少による政策不安は非常に大きく，

貿易為替自由化への施策の進展は，この危機の 1年だ

けは遅らされた。

外貨不安の早期解消で. IMFのスタ γ ド・パィ・ v

クνジットは実行せずにすみ， 11月からはアメリカ 4

銀行からの借入れも返済したが， 37:年末には外貨準備

は18億4，1∞万ドルにもなった。この好転はすべてが貿

易収支の改善によるものではなく，後述のように， 36 

年以降の外資の流入増加による分が大きかったが，そ

れはまたそれだけ対外経済との関連の増大を示すもの

でもあった。

38年は19億ドル水準の外貨準備で推移したが，年末

近くなって減少の動きが出て，日銀は警戒態度を強め

た。12月には預金準備率の引上げとなり，39年3月には

3∞ 

公定歩合を一挙に2厘引き上けeたが， 36年の際とは事

情が変わって，外貨準備の急減とはならず， 2月末で

もなお18億ドル台を保ち， 3月に大蔵省は1億8，(削万

ドルの IMF繰入れで様子をみる態度をとり， IMF 8 

条国への移行は，予定どおりに39年4月に実施された。

2 外貨予算と貿易自由化一一外貨政策の推移

外貨政策と貿易自由化，産業政策の関連は外貨予算

の推移に示されるo関税政策とは一応別に外貨予算を

みることにしよう。外貨予算は，外貨支出のわくを決

めることによって，外貨使用の効率を図ることを企図

していたが，もとより不足がちの外貨の無用な流出を

避けようとしていた。しかし，それは一面では貿易為

替の自由化の基本の意図と矛盾するものであり，外貨

予算方式の漸進的解消が政策の方向であった。 32年の

外貨危機を脱した時点では，外貨予算の性格は拘束の

面できびしさが残っていたが，漸次予算のわくが拡大

され，自動承認 (AA，AF A)のわくが広げられ， 39 

年4月の IMF8条国移行に伴し、，この制度は廃止さ

れて，輸入数量割当制に切り替えられた。

34年度上期の外貨予算は，自由化への意気込みを示

して，総額約24億ドル，輸入貨物19億4，1∞万ドル.AA

を5億8，(削万ドルに広げて，自由化率33.2%であった

が，翌々 36年度上期では総額約40億ドル，輸入貨物31億

7，2∞万ドル.AAは16億ドルに増大し，自由化率は65

%に上昇した。この聞のAA制移行品目は34年度下期

以降，各期順に146，304， 236， 525であり， AA制切

替可能の商品はほとんど切り替えられた。

36年秋の外貨危機に対処して， 36年度下期の外貨予

算は，総額約44億ドルに組まれたが，逐年増大傾向に

あった国際収支動向に照してみて，この大きさは控え

目であった。この予算においてもAA制への切替えは

356品目にのぼり，自由化率は68%になった。引締政策

によって輸入が落着いたので， 37年度から38年度にか

けては，外貨予算総額が36年度までにみられたような

急膨脹はなく， 38年度下期に増大して，ょうやく 51億

1，5∞万ドルになった。しかし，それは外貨予算によっ

て輸入を抑制するという性格のものではなく，自動意

認の品目追加は続いて進められ.37年度上期にはAA

あるいはAFAに320品目，同下期には230品目が切り

替えられたが， 37年度からはこのような自由化する品

目として表示せずに，自由化していない品目として表

示すること，すなわちポジティプ・リストからネガテ

ィプ・リストに変更きれた。 37年度上期の自由化率は

68%から73%にのぼり，下期には88%になった。

貿易の自由化の推進は35年の新年早々の経済閣僚会

議で， AA制の拡大による自由化率70%達成の方針が

打ち出されて，その意向がはっきりしたが， 36年には

いって IMFが西欧10カ国の8条国移行を正式に承認

してから，わが閣に対する 8条国移行勧告が出される

ことは時間の問題と考えられるようになり，一方で自

由化の意思を示しつつ，他方で自由化移行の摩擦を少

なくする努力が続けられた。 36年夏の IMF理事会で

は，わが国の外貨不安の状況を考慮して. 8条国移行

の勧告は l年延期となったが，わが国では， 36年9月

に閣僚会議で貿易自由化促進計画を決定し.37年10月

1日までに4段階で90%自由化を達成する方向を決め，

37年夏に IMFの勧告を受けることを避けた。 37年10

月の自由化率は88%にとどまったこともあって， 38年

2月に， IMF理事会は日本の8条国移行の事務局案

を採択した。お年11月，蔵相は39年4月に8条園へ移

行する方針を発表し.39年2月に4月1日移行義務受

諾を正式に IMFに通告した。

自由化に手間どったのは砂糖自由化の足踏みによっ

ていたが，国際砂糖価格の上昇に乗じ，指年8月末に

その自由化を行なL、，これを実施した結果，自由化率

は92%になり，非自由化品目は227品目から192品目と

なったo

3 為替自由化政策の推進

貿易の自由化は商品個々の問題であり，その実現に

は関連行政部門間の突渉が多かったが，為替の自由化

は大蔵省の主管問題であって，貿易問題のような交渉

。必要はなかった。しかし，為替には複雑な技術の問
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題がからんでいたので，その自由化も漸進措置がとら

れた。為替の自由化には外貨の流入面と流出面とがあ

り，自由化抑制の配慮は主として後者にあったが，そ

の緩和が流入を促進することになる面もあって，流出

の抑制が外貨確保に有利とは必ずしもいえない関係が

あった。諸外国の自由化に応じてわが国の自由化を進

める必要はこの点でも大きかった。

33年末の西欧諸国の通貨安換性回復はわが国の為替

自由化促進の強い動機となったが，為替相場の自由化

はすでに32年 9月にポンドの先物自由化が行なわれ，

12月にはその直物も自由化され， MOF集中相場は裁

定平価の上下4分の 3%の売買の開きをもつことにな

った。この措置は2年越しの懸案であって，これによ

ってポシド取引はようやく正常な姿になった。

一方，ドル相場の自由化はt34年9月に直物の変動上

下2分の 1%幅で実施され，先物売買は完全に自由に

なった。ドル相場の自由化については，さらに西欧並み

の変動幅への拡大が望まれたが，平衡操作についての

扱いで意見の折合いがつかず. 2分の 1%から国際水

準の4分の 3%に広げられたのは38年4月であった。

34年9月のドノレ相場の自由化措置で，為替相場の動き

が激しくなる可能性が高まったので，その調整のため

に，大蔵省を中心にして日銀が動向を判断し，為替銀

行を通じて売買操作をする為替平衡操作が始められ

た。

為替相場の自由化は商社の取引を活発にし，貿易の

促進に役だつものであったが，このような貿易には直

結しない貿易外の為替についてみると.35年2月に渡

航や海外駐在員事務所経費送金の自由化，非居住者の

戦前取得株式配当送金の自由化，商社交互計算制度対

象商社の拡大等で自由化が始まり，これにあわせて4

月から商社の為替持高集中制を実施した。この措置で

大旗省管理下の貿易外の外貨予算の77%が自由化され

た。続いて 7月には，自由円を預かる非居住者自由同勘

定を為替銀行に設けて，自由門による経常取引決済充

当の円為替が採用されたo これによって「円Jの突換

性回復が一歩実施にふみこんだ。さらに9月には，無担
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上 自由化された海外渡航

右上 旅券の主文

右下旅券の表紙

保借入制限の撤廃，為替銀行の為替持高の直物限度規

制廃止を実施した。これらの一連の措置は外貨事情の

好転によって，それが特に外貨収支に影響するこ とも

なく 順調な経過を示 した。しかしそれらの措置を明

確にして，制度上の不備是正をするためには，外国為

替及び外国貿易管理法の改正に手をつけなければな ら

なかったが，関係官庁聞の了解が進まず， 法制l化は先

のことになった。

36年にはいって，5月には株式元本送金が自 由化さ

れた。株式取得後 2年経過で送金が自由となったが，

これは実質的な証券円制度の採用であった。すでに35

年8月に大蔵省に証券円設置の意見があり ，外国人の

日本株式売買についての自由な封鎖勘定を設けよ うと

したものであった。株式元本送金自 由化が，ア メリカ

におけるADR発行の促進要因 となって，6月7日に
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ソニーのADR第 1号が売 りH:¥された。

このよ うに，かなり 意欲的に進められた為替自由化

は， 36年秋か ら37年にかけて 3約 1年間外貨危機対策の

期間停頓し，一部は後退 した。35年 8月に為替銀行の商

社海外支庖現地貸付けの限度わくは廃止されたが， そ

の後の貿易の拡大過程で輸入向けの貸付残高が著しく

増加したので，大蔵省は36年9月に輸入抑制策の一環

として， 9月13日残高以上の貸付けを抑制したOこの措

置は38年 1月まで続いた。また景気調整策による国内

の資金づまりで外貨あさりが活発化し，自由円の形の

導入預金が増大したので，大蔵省は短期外資導入健全

化策として， 37年 6月から外国為替銀行に準備預金制

度を新設し外貨債務の20%を準備金とすることを定

めた。この措置については，37年か ら38年にかけて再度

短期外資増大の傾向が現われたので，38年 1月に増加

分に対する準備金率を35%に引き上.げた。

37年の駄には外貨危機から脱したので，伴I顕してい

た自由化政策が再度取り上げられた。その第-1fTーが

株式元本送金据置期間の短縮であ った。 資本取引の!'I

由化の推進は既定方針ではあったが， 外貨事情もあっ

て実施時期が延ばされていたが，内閣改造直後に田中

新蔵相は据置期間を 2年から半年に一挙に短縮して 8

月1日から実施した。38年にはいって 4月1日には多

方面の自 由化が行なわれた。外資法認可3 管理法認定

の株式の元本送金据置期間を廃止し，外国映画上映権

料の送金を自 由化し，業務渡航を年間総額 500ド‘ル以

内で自由化した。

資本取引の 自由化をさらに進めたのは， 6月の閣議

決定による外資導入方式の一体化であった。従来外資

法による導入外資は，出る自由はあったが受入れの審

査がきびしく，外資法によらない外資は，自由にはい

ってきたが，出る自由が与えられなかった。この両者

をまとめて一元的な管理におくことになったO

38年11月には， IMF 8条国への移行， OECD力11

盟に対処するため ，OECD自由化コード82項目のう

ち63項目について自由化が実施された。これらの中に

は，許可または承認手続を，政府ーから日銀，または為

替銀行に移したものが多かった。また自由化の円fl}j1f

営のためのスワップ協定がアメリカとの聞に結ばれ

た。39年4月1日はわが国の IMF8条国移行の日で

あったが，この措置とともに，円ベース投資の利潤送

金を認め，年 l回 500ドル内の観光渡航等を為替銀行

限りで承認するこ とにした。かくして 8条国移行まで

に外貨制限の大筋は除かれたわけで・ある。

4 外資導入の促進

外国為替自由化の過程は， その実体において外資導

入の緩和， さらに外資導入の積極化の過程でもあっ

た。外資導入によ って外貨準備が保持され，投資が促

進され，成長が達成され，対外競争力がついて， I~i 山

化実施の京礎が同められたということもできる。民H¥J

外資導入緩和は，外資法の改正，外資法の特例政令等
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の改1[. あるいは外資審議会の迎???にみられるが，政

府 ・民nnを通じて外資叫入の新ブi点の保川，米ド、/1-以

外の外資のIHHI片手， (~)fととは見なった多悌の)j法がと

られるようになった。

'ず政府関係の外資の時入についてみよ う。 34.5ド1

月の産投外出 3，000万ドル発行以来，政府の外山は38

年まで発行されず， 38年の産投外山 2，750万ドルのほ

かは， 500万ポンドの~1~{ú ， 39i"J三の5，000万フランの

スイス 1~fi't， 2 m:マルクの12ifJ全外山があるが，政府の

外債は比絞i'1"j少なく，米1~i1ll も 少なし、。 34年の外出発

行に際して，-/l!~銀は， 今後1 1 ]:銀か らの llf款は外山と の

抱什せとし，外偵を主とするようにとの希明をぶして

いたが，政府の↑It銀からの借款は，その後もも引量的に

進められた。

世銀借款は， 28年度の火力イll款以降325ドj広まで，比

較的小規校の仙款がtt'G¥'、たあとで， 33(.1二j立以降 l低ド

ル水準の導入が 41 年度まであ，'G\' 、た。こ の IIU:15壬 I~.).立の

2 ， 500万ドルが最低で、あり， 37年)Jtには ;!~人がなかった

が， 33年度から39年度までの間に5tu7，OOOノjドノレを抗

した。これらは Ijf.J~:b七道路公 111， 11i1aJ.:等のイげ入れとなっ

たが，これが財政投融資の和施明大のー|珂であったこ

とはすでに示したとおり である。この1":銀イll-款ととも

に，政府保抗的として発行された外貨山をみると， J山

ブj伏も合めて， 36年度から39年度までに，米:1-'t仰で 1

低 6，100万 トツレ，マルク依で4低マ/レクに及んだ。

このような政府関係の外資噂入を車111として，民rUIの

外資導入は漸増したが， 35年度からそのテンポは念、述

に上向き， 36年度以降は非'，~~'な高水準の外資の流入と

なったOこのような民間外資の急土台は， 35年 5月の外資

審議会の外資導入緩和方針了承による外I.!il為併特週日

改正に即応するものであり，さらに36年 5月および6

月の外国投資家の証券投資，証券先J.;!J代金の外貨送金

の規制緩和による ものでもあった。 36年にはADRの

発行もあり，総じて外資受入れの条件が熱していった。

また36年か らは，米ド・ル市場に限られていた外資 I)~述

方法に加えて，欧州市場IJ14桁が試みられた。:矧創立|鋭

利l臨搬地域開発についてのマノレク似の先行であり， 36 

年 9月の ウィーンの IMF総会がそのうど渉場と なった。
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第8-7表外資導入状況 (単位百万ドル〉

、民一、、、、、“

34 35 36 37 38 I 39 33 
区分
一一
貸付金債権 231. 5 127.6 127.1 387.9 3弱.4 ω3.9 6印 .8

国際復興開発銀行 166.0 84.0 25.0 1却 .0 一 75.0 1∞.0 

ワシントン輸出入銀行 28.2 20.2 21. 3 98.3 131. 7 18.1 54.3 

米国市中銀行 31. 5 7.2 38.8 84.7 75.3 305.9 292.5 

そ の 他 5.7 16.2 42.0 84.5 151.4 105.0 203.9 

株式持分 11. 4 27.0 74.2 116.1 164.7 185.3 84.8 

受益証券 0.1 0.2 0.6 1.3 0.7 0.8 1.8 

社 債 。 。 。 0.1 0.1 0.2 0.9 

外 貨 債 30.0 一 9.8 72.4 155.0 194.1 174.5 

国 債 30.0 一 一 一 一 53.2 回 .0

政 保 債 一 一 一 65.0 83.5 45.0 67.5 

民 間 債 一 一 9.8 7.4 71.5 95.9 57.0 

A日. 計 273.0 154.9 211. 7 577.5 678.8 884.3 912.8 

府 関 係 196.0 84.0 25.0 185.0 83.5 173.2 217.5 

間 77.0 70.9 186.7 92.5 595.3 711.1 694.7 

第 8節 関税定率法の全面的改正と税関行政機構の拡充

昭和26年に関税定率法の一般的改正が実施されてか

ら35年まで，関税定率法の基本的変更はなかった。し

かし，それはこの聞に関税率を変更する必要がなかっ

たことを意味するものではなし、。この聞の経済の成長

は急速であり，それは単に量的な増大でなく，質的，

構造的な変化を伴うものであったから，経済，産業の

構造と密接に結びついている関税率にとっては，この

変{じは放置を許さないものであったo 関税として期待

されている機能を失うものがあり，一方では新しい機

能が必要になった。

このような経済的な理由のほかに，関税技術の問題

として，多くの留が関税率についてプラッセル関税率

衰を用いるようになったので，関税制度がもともと国

際的関連の多いものである性格から考えて，この国際

慣行に従うことが合理的であり，さらにプラッセル関

税率表が関税率表としての理にかなうものでもあった

ことから，大蔵省でもこの関税率表の採用が検討され

ていた。

このような要因に加えて，欧州諸国の通貨の突換性

回復以来，世界の貿易為替の自由化への動きが強まっ

て，わが国も貿易の自由化に積極的に取り組まなけれ

ばならなくなり，自由化に対処する方法としての関税

の問題が生じた。したがって，このような多方面の，

しかも基本的な課題を背負っただけに，関税定率法の

改正は容易には手がつかなかったのであった。 36年に

この課題は果たされた。
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36年の関税定率法の一般的改正の準備は早くから始

められた。 26年の改正が行なわれた直後に着手された

といってもよし、。しかし，36年の改正の形にまとめる具

体的作業の開始は34年で，プラッ・セノレ関税率表の採用

を前提とした研究・検討であった。そしてお年4月か

ら関税率審議会が聞かれて，ここで具体的な検討が行

なわれた。関税率審議会はこのときに設置されたので‘

はなく，古くは関税調査委員会として発足し， 24年か

ら関税率審議会として常置されていたが，従来は，ど

ちらかといえば形式的な審議にとどまっていた。それ

を強化拡充して，学識経験者，産業界代表，技術者を委

員に加え，また関係省庁部課長，参事官等で構成する

幹事会を強化して，この幹事会で十分検討して草案を

作り，これを審議会の調査部会で十分に審議する方法

をとった。関税率審議会に対する大蔵大臣の諮問は

「産業構造の変化及び貿易自由化に対処するためいま

の関税制度をどう改めたらよいか」というものであっ

たから，審議すべきことは関税全体であり，基本問題

であった。関税率の実質審議にあたる調査部会は， 5 

月から12月までに25回，毎週のように会合して答申案

をまとめた。

関税率審議会の答申は，単に関税率の形式を，従来の

ものからプラッセル様式に改める技術的な問題にとど

めず，貿易為替自由化に対処するためのものであった

から，一方では，貿易為替管理にたよっていた産業界

が，為替の自由化による産業保護を，関税率に求めよ

うとする期待に応じた扱いがあり，他方では，自由化

が貿易の増大，消費者保護をねらったものであること

の扱いがあって，この両面の要請の調整が答申の重要

課題であった。大蔵省はこの調整事務に追われた。

プラッセル関税率表に準じて関税率衰を改正する作

業は，早くから調査が始められていたので，幹事会で

も特に問題となることはなく，その個々の品目につい

ての税率決定が問題であった。結局最終的には，審議対

象2，233品目について，税率を引き上げるもの251，引

き下げるものお6，据置きのもの1，596とした。関税率

の決定は関係産業への影響が大きく，審議に際しての

第3.成長経済下の財政金融

論議は活発であって，まとまりがたいものが多かった

が，大蔵省では自由化のテ Yポが早まるであろうとの

考慮をも加えて，審議に対する基本態度を7本の柱に

まとめた。 (1)第 1次産品は低く， (2)生産財は低<，消

費材は高く， (3)圏内供給，国内生産の少ないものは低

く， (4)将来発展性のあるものは保護するが，その原材

料は低く， (5)既成成長産業は低く， (6)将来性の乏しい

産業は高く， ~ワ)生活必需品，教育，文化，衛生関連は

低く，著修品は高く，の7本であった。そして関税は税

収入を目的とする財政関税政策をとらず.産業政策と

しての関税であることを基本とし従来きわめて少数

品目に適用されていた従量税方式を，適当な品目につ

いて拡大する改正方針がとられた。

答申は関税率以外についても，いくつかの制度上の

変更を求めたが，その説明の前に関税率についてこ，三

つけ加えておこう。新関税率の決定は貿易の自由化を

建前としていたので，自由化計画に即した配慮がなさ

れたから，自由化計画不明の商品については決定が見

送られ， (1)自由化に際して税率を引き上げ，それまで

は現行措置による， (2)合理化がすむまでは暫定的に増

税措置をとる，(3)合理化に従って暫定税率を下げる，(4) 

従価，従量の併課，選択の方式をとる，等のかなり弾

力的な方式の採用が答申に盛り込まれた。同時にお年

にとられた暫定免税・暫定減税の魔止も盛り込まれた。

このような弾力的方式を採用したので，一般的な型弾力

関税を設けることは見送られたが，特別な事態に対処

するために，緊急関税制度が採用されたoまた生産者

と需要者との利害調整のために， 関税制当制度(タリ

フ・グ才ター〉も答申に加えられた。 この答申に基づ

く関税率改正法は，お年3~31日に公布されたが，全

面改正であったため，新税率の実施は6月からになっ

T ・
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貿易自由化計画に関連して関税率改正の留保となっ

たものがあったが，部年7月の翻識で貿易自由化の促

進が了解されて，それらの商品についても関税率を早

急に決める必要があり，審議で税率据置きとなってい

た 1，596品目がそれであったが，そのうちの約60が自

筑渇
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由化計画未石確定と関連する問題商品で・あった。 36年12

月に審議会は 1331rb自の関税率改正を答申したが，中年

にエネルギ一政策の関連で，原油関税は，エネノレギー

・コス トの引下げの方向か ら考えて，引下げに進むべ

きであったが，石炭産業安定のために従価換算4%引

上げを認め，また製鉄，電力等でこの重油消費に伴う

負担増に対処して，増分に見合う額の還付をする制度

の採用が答申に加えられた。この答申では混合選択制

やタ リフ ・ク才ターが13も取り上げられ，オ レンジに対

しては季節関税を設ける等，弾力的措置の配慮が強ま

って，自由化に対応する保護政策を決めたものとの印

象を一般に与えた。自由化の実施あるいは状況変化に

よる改正を予定した暫定措置が約半数を占めていた。

36年，37年の二次の関税率改正に|探して，産業界は

自由化対応の保護関税を望んだが，大蔵省はなるべく

税率をードげることを期したo ガットに加盟したわが国

のとるべき方向は関税の引下げにあ り， それによっ.て

貿易を拡大することが目的であって ，関税率を下げる

ことで対外競争力を強める努力をするこ とに自由化の

意義もある，と解するのが大蔵省の基本の立場であっ

た。この方向は国際的諸条件の進展によって，促進さ

れなければならなくなった。

37年にEECは第二次段階に移行し，アメリカがE

ECに接近するとともに，ケネディ 叫アメリカ大統領が

関税率の一般的引下げ (ω%)を提唱する(いわゆるケネ

ディ ・ラウンド)等で，わが国の関税政策も単に産業保

護にとどめることはできなくなった。ププットにおいて

すでに，品目別，国別の交渉で関税率を引き下げるこ

とが困難とな ったとの認識によって， 36年末に部門別

の一括引下げが提案されてお り，この方向で関税率の

一律引下げを検討しなければならない段階となってい

たO

アメリ カ，EECとの関税引下げの交渉が36年夏に

始まり ，37年2月にはアメリカとの交渉が妥結し， 5 

月にはEECとも妥結した。わが閣がEECからの交
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渉に応じたのは，個々の国とガット35条撤回で交渉す

るわずらわしさを避けようとしたこともあったが，実

質成果は小さかったものの， EECとの相互引下げの

方向が，これによって糸口をつけた意義は大きかった。

それはまたわが国としては個別交渉の余地を多く残し

ている ことをも示していた。 37年11月には，30年11月

以来の日英交渉がまと まって，通商航海条約が調印さ

れ，ガット35条の適用もはずされた。ここでEEC中

の4国もわが国に対する35条撤回の気運が強ま り，い

わゆる35条問題は峠を越した。

37年はこのように関税率の一般的引下げへの雰囲気

の中にあったが，この過程で特に問題となったのが石

油と砂糖とであった。砂糖については圏内甜菜糖保護

の立場でタ リフ・クォタ ーの適用を望む意見と，緊急、関

税で処理しようとする意見とがあったが，自由民主党

内の砂糖自由化尚早の意見もあって，関税率審議会は

第一次，第二次のタ リフ・クォタ ーで妥協した。しか

し 関係法案は38年の国会で廃案とな った。そのため

6月に改めて審議会が答申し，早急に引き下げること

を了解して減免税の措置をとった。 たまたま38年夏に

砂糖の国際価格が高騰したので，急き ょ砂糖の自由化

も実施されて問題にけ りがついた。

一方，原油については37年末に引上げの諮問が出た

が，審議会は原油関税は本来無税であるべきで，37年

以来6%を10%に引き上げ‘たこ と自体を誤 りとしてい

たので，石炭政策のための関税引上げには反対の意向

であった。しかし強い石炭政策からの要請で，今回限

りとの異例の条件付で，関税率を10%から12%への 2

割引上げを認め ， 製鉄への還付率を 4 ~ぎから10%へ引

き上げ，原油には新しく20%の割戻 しが行なわれるこ

とに落着いたO

このよ うな自由化をひかえた関税体制の整備の過程

で，36年11月には，従来主税局の組織内にあった税関

部は，関税局として独立した。

首114i;J: 新財政政策と大蔵官

第 4章 新財政政策と大蔵ふ

第 1節 公債政策を伴 う新財政政策

1 公債発行財政の発足

一般会計歳入に公債金を計上する予算編成の態度は，

従来，いわゆる均衡財政によって，財政の健全運営を守

りつつ政策を進めてきた姿勢から，国民経済運営に対

して，公債発行の増減調整によって，積極的に働きかけ

るこ とを意図する政策に転じたことを示すものである。

そういう意味で40年度以降の財政をそれ以前と区別し

て把握する意味がある。 22年度予算編成後20年近く，

一般会計歳入には公償金の計上がなかったから，財政

政策としても大きな転換であり，この転換を先導した

福田蔵相が，この転換後の財政運営を財政新時代と称

したのもそのよ うな意味からであった。財政新時代は，

第73代大蔵大臣福田起夫
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財政の主導性を作るための ~I地位・上の配Jむが租々)JI Iえ

れたが，それらの問題を個々に取り上げる前に，まず

40年代の JI~政政策の~;住移を概観しよ う。

すでに記したように， 40年度の予算編成も従来・どお

りに進められた。 編成にあたって特に問題となったー

項と しては，長気調整政策による経済成長の停頓によ

って，租税収入の増加があま り期待できず，したがっ

て，34年度以降かなり 急テンポで附大してきた経費増

大の方向が持続できなかったことにあろう。しかもこ

の条件が，39年度の租税収入に全く削力11の J~込みがな

かったこと ，施策の-mlが財政投耐資:11回の明大によ

って補完されていたこと，景気調整は39年度で終わり，

40年度は景気回復の年になる と期待して いたこと ，

等を前提としていたことにあろ う。 景気回復への期待

は，従来の経験に徴しても，政策態度として特に批判

される性格のものではなかった0

40年にはいってから 1，4， 6月と公定歩合は l鹿

ずつ引き下げられて 1銭 5厘となり， 7月には窓口規

制lも廃された。7月には預金準備率の引 卜げもあって

足気整調策はすべて解除された。これらのJ首位は，投

資の噌大等によって，長会4上昇に経済を転換させるは

ずであり ，人によってはその過熱を懸念するはずであ

った。とこ ろが事態は異なって，j天気回復への兆候は

現われず，和税収入は39年米の低調を続けて，不振は

らにひどくなった。経済11!?勢の推移もさるこ となが

っ，政府としては歳入不足による国庫金の不足がなに

よりの関心事と なり 6月には大蔵省から各省庁に経

ー


